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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 

 教育基本法は、その第 17条第２項において、地方公共団体が、その地域の実情に応じ、教育

の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない旨を規定してい

ます。 

 これまで、本市教育委員会は、毎年度「京田辺市教育の方針」を策定し、学校教育並びに社会

教育活動全般の指針としてきました。 

 今般、「京田辺市教育の方針」の役割を引き継ぐとともに、教育委員会と市長部局がより一層

連携し、中長期にわたる教育関係施策を総合的、計画的に推進していくために、本市において

も、教育基本法の規定に基づく計画として「京田辺市教育振興基本計画」を策定します。 

 また、策定にあたっては、市長が定める京田辺市教育大綱の基本理念や基本方針を踏まえる

とともに、本市のまちづくりにおける「教育」の位置づけを一層明確にするため、市としての最

上位計画である京田辺市総合計画との整合を図ります。 

 

 

２ 計画の位置づけ・計画期間 

 

（１）計画の位置づけ 

 「京田辺市教育振興基本計画」は、教育基本法第 17条第２項に規定されている「地方公共団

体における教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として策定します。 

 また、まちづくりの基本方針である第４次京田辺市総合計画の方向性を踏まえた教育に関す

る分野別計画であり、他の本市関連計画とも整合性を図りながら施策を推進していくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４次京田辺市総合計画 

京田辺市教育振興基本計画 

関連計画 

〇京田辺生涯学習推進基本計画 

〇京田辺市文化振興計画 

〇京田辺市スポーツ推進計画 

〇京田辺市子ども・子育て支援事業計画 

〇その他関連する個別計画 

整合 

京田辺市教育大綱 

整合 参酌 教育振興基本計画 

第２期京都府教育 

振興プラン 

参酌 参酌 
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（２）計画期間 

 本計画の計画期間については、市総合計画の基本構想の計画期間との整合を踏まえることとし

ます。 

 第４次京田辺市総合計画の基本構想の計画期間が令和２年度(2020)～令和 13 年度(2031)の

12 年間となっていること、市総合計画まちづくりプランの中期計画が令和６年度(2024)～令和

９年度(2027)、後期計画が令和 10年度(2028)～令和 13年度(2031)となっていることから、「京

田辺市教育振興基本計画」は、初回策定において、その計画期間を令和６年度(2024)から令和

13年度(2031)までの８年間とします。 

 なお、社会情勢の変化等に対応するために、中間年度となる令和９年度(2027)に計画の評価

を行い、必要に応じて見直すものとします。 
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京田辺市教育振興基本計画 

第４次京田辺市総合計画 

基本構想 

まちづくりプラン前期計画 まちづくりプラン中期計画 まちづくりプラン後期計画 

中間 
評価 
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３ 計画策定体制 

 

（１）計画策定体制 

 計画は、市長部局と教育委員会が一体的に策定を行うため、あらかじめ総合教育会議の協議

を行い、教育委員会において決定しました。 

 また、教育委員会事務局職員及び市長部局関係職員で構成するワーキンググループを設置し、

計画案の作成等を行いました。 

 さらに、関連計画における調査結果の活用や市民アンケート等により市民意識の把握を行う

とともに、市民意見募集（パブリックコメント）を行いました。 
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総合教育会議 

教育委員会 

［計画決定］ 
市 長 

関係附属機関等 

 

計画策定ワーキンググループ 

［まちづくりプラン等との 

調整、計画案作成等］ 

事務局 

（教育総務室） 
各部局 

アンケート等 

意見募集 

協議 

 

関連計画又はまち

づくりプラン策定

に伴う意見聴取結

果の活用 

意見聴取 

計画案提示 意見・指示 

関係附属機関等 
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（２）アンケートの実施 

 計画策定及び今後の教育施策のための基礎資料とし、施策の対象となるこども又はその保護

者の意見を反映することを目的に、市立小中学校に通う児童生徒へのアンケートとその保護者

へのアンケート、市民アンケート調査を実施しました。 

 

①調査対象 

児童生徒：市立小学校に通う小学４年生から６年生・市立中学校に通う中学１年生から３年生 

保 護 者：上記の小学５年生児童・中学２年生生徒の保護者 

市 民：市内在住の満 18歳以上の方から 1,200人（無作為抽出） 

②回収状況 

 回収数（回収率） 対象者数 調査方法 調査期間 

児童生徒 3,907（95.2%） 4,103 
各クラスで WEBフォーム

にアクセスして回答 

令和 5年 7月 3日 

～7月 20日 

保護者 800（59.8%） ※1,337 
WEBフォームにアクセス

して回答 

令和 5年 7月 3日 

～7月 31日 

市 民 386（32.2%） 1,200 
調査票郵送／回収は郵送

か WEB回答 

令和 5年 7月 8日 

～7月 31日 

※小学５年生児童・中学２年生生徒の人数（兄弟姉妹の重複があれば保護者数とは誤差がある） 

 

（３）関係機関への意見聴取 

 計画内容について、幅広くご意見をいただくために、様々な機会を捉えて意見聴取の場を設

けました。 

 ・京田辺市学校教育審議会における意見聴取（令和５年(2023)９月２６日） 

 ・京田辺市社会教育委員会議における意見聴取（令和５年(2023)９月２６日） 

 

（４）パブリックコメントの実施 

 計画内容について、市民からの幅広い意見を考慮して最終的な意思決定を行うために、令和

５年(2023)11月 23 日から令和５年(2023)12月 22日にかけて『京田辺市教育振興基本計画（素

案）』に対する市民意見募集（パブリックコメント）を行いました。 
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第２章 教育を取り巻く現状と京田辺市のこれまでの取組み 

１ 社会情勢の変化 

 

●人口減少・少子高齢化の進行 

 我が国の総人口は平成 20年(2008)をピークに減少に転じており、特に生産年齢人口（15歳以

上65歳未満の人口）は、少子高齢化の進行によって平成７年(1995)をピークに減少しています。

今後も、年少人口、生産年齢人口は減少を続ける一方、老年人口は令和 24年(2042)まで増加し、

高齢化率は、令和 52 年(2070)には 38.7％に達して、国民の約 2.6人に 1人が 65歳以上の高齢

者になると見込まれています。 

 本市は、子育て世代を中心とした転入により、現在も人口の増加傾向が続いています。一方

で、本市においても高齢化が進みつつあり、生産年齢人口は平成 22年(2010)をピークに減少傾

向に転じています。 

 こうした急速な人口構造の変化や人口の減少は、経済、産業、社会保障制度等の社会全体に

大きな影響を与えるだけではなく、地域コミュニティや地域活力の低下、さらには税収の減少

による行政サービスの低下等につながることが危惧されています。 

 

●グローバル化の進展と地球規模の課題 

 経済活動が地球規模に広がり、私たちの生活は、海外の国や地域で起こる事象に、様々な形

で影響を受けるようになっています。インターネットを通じたコミュニケーションが広く普及

した現在、個人のレベルでも、物理的距離や時間的な隔たりを乗り越え、文化的な背景や言語

の異なる人々とつながる機会が、飛躍的に拡大しました。外国語、とりわけ英語教育の充実と

ともに、異なる文化を理解し尊重する態度を身に付ける必要があります。 

一方では、貧困、不平等・格差、気候変動による影響など、地球規模の課題の解決を目指し

て、平成 27 年(2015)９月の「国連持続可能な開発サミット」において、令和 12 年(2030)を達

成期限とする「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択され、「誰一人取り残さない」世界の実現が

掲げられています。これを受けて、国は平成 28年(2016)に「持続可能な開発目標（SDGs）実施

指針」を策定し、目標の実現に向けた取組みを推進しています。ウィズ・コロナの下での取組み

として、多様性ある包摂社会の実現が目指されています。他者と協働して課題を解決し、より

よい人生と持続可能な社会の創り手となるために必要な力の育成が求められています。 

 

●デジタル技術の活用による改革 

 情報通信技術(ICT)の進展により、ロボットや人工知能(AI)が産業や身近な商品、サービスな

どの生活の様々な場面に使われ、生産性の向上や人手不足の解消が期待されており、インター

ネットを媒体として様々な情報とモノがつながる仕組み(IoT)の活用も進められています。デジ

タル技術が急速に発展する中、デジタルは地方の社会課題を解決する鍵であり、新たな価値を

生み出す源泉となっています。デジタルの実装を通じ、地域の社会課題の解決と魅力の向上を

図っていくことが重要となっています。 
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 一方で、サイバー攻撃やインターネットの利用に伴う消費者トラブルなどが増加し、社会経

済活動や日常生活がおびやかされています。教育面でもインターネット依存や SNS をきっかけ

としたいじめやトラブルなど、以前にはなかった新たな課題を生んでいます。情報や情報機器

を適切に扱えるよう、情報教育の充実の必要性が高まっています。 

 

●災害等の予測困難な激しい環境の変化 

 平成 23年(2011)に東日本大震災が発生し、その後も日本の各地で想定を超える自然災害が発

生しています。学校の安全・安心など教育面での課題が浮き彫りになるとともに、人と人とが

つながる絆の力が見直されるようになり、学ぶことや働くことなど生き方に関する人々の価値

観も大きく変わろうとしています。 

新型コロナウイルス感染症は、令和元年(2019)12 月に確認されて以降、世界的に感染が拡大

し、社会・経済活動に対して非常に大きな影響を与えました。感染拡大により行動制限が実施

された結果、産業、教育、医療、行政等のあらゆる現場でのデジタル化や、テレワークの導入を

はじめとした働き方の見直し等、人々の暮らし方や意識が大きく変化しています。 

このような社会の変化が急激で予測困難な時代の中、激甚化する大規模災害や感染症の蔓延

など未知の状況にも主体的に向き合い、一人一人が自ら判断し、対応できる力をはぐくむこと

がより一層求められています。 
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２ 国の動向 

 

●教育振興基本計画（令和５年(2023)６月 16日閣議決定） 

令和５年(2023)６月、新たな教育振興基本計画が策定されました。本計画においては、令和

５年度（2023）から令和９年度（2027）までの５年間における、国の教育政策の目標、目標を実

現するために必要となる基本施策が示されています。 

 計画では、コンセプトとして「持続可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウ

ェルビーイングの向上」を掲げ、５つの基本的方針と 16の教育政策の目標、基本施策及び指標

を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【今後の教育政策に関する基本的な方針】 

１ グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

２ 誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

３ 地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

４ 教育デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進 

５ 計画の実効性確保のための基盤整備・対話 

【教育政策の目標】 

目標１ 確かな学力の育成、幅広い知識と教養・専門的能力・職業実践力の育成 

目標２ 豊かな心の育成 

目標３ 健やかな体の育成、スポーツを通じた豊かな心身の育成 

目標４ グローバル社会における人材育成 

目標５ イノベーションを担う人材育成 

目標６ 主体的に社会の形成に参画する態度の育成・規範意識の醸成 

目標７ 多様な教育ニーズへの対応と社会的包摂 

目標８ 生涯学び、活躍できる環境整備 

目標９ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進による地域の教育力の向上 

目標 10 地域コミュニティの基盤を支える社会教育の推進 

目標 11 教育 DXの推進・デジタル人材の育成 

目標 12 指導体制・ICT環境の整備、教育研究基盤の強化 

目標 13 経済的状況、地理的条件によらない質の高い学びの確保 

目標 14 NPO・企業・地域団体等との連携・協働 

目標 15 安全・安心で質の高い教育研究環境の整備、児童生徒等の安全確保 

目標 16 各ステークホルダーとの対話を通じた計画策定・フォローアップ 
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●令和時代の日本型学校教育の推進（令和３年(2021)１月 26日中教審答申） 

 中央教育審議会の答申（「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能

性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（令和３年(2021)１月 26日））では、

Society5.0時代の到来、自然災害や感染症の拡大など予測困難な時代を生き抜くため、新たな

動き（新学習指導要領、GIGA スクール構想、学校における働き方改革）をこれまでの日本型教

育にミックスさせ、全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの

実現を目指す「令和時代の日本型学校教育」を推進していくことが示されました。 

 

●新学習指導要領の全面実施 

 平成 29 年（2017）に学習指導要領等が改訂され、平成 30 年度(2018)から幼稚園、令和２年

度(2020)から小学校、令和３年度(2021)から中学校、令和４年度(2022)の入学生から高等学校

と順次全面実施されました。新要領では、これからの変化の激しい時代を生き抜くための資質・

能力を「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」の３つの

柱に整理した上で、学校と社会との連携・協働によりその実現を図る「社会に開かれた教育課

程」の実現、学習効果の最大化を図る「カリキュラムマネジメント」の確立、児童生徒の「主体

的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を進めています。 

 

●GIGAスクール構想の推進 

 小学校から高等学校において、校内 LAN の整備を推進するとともに、小中学校全学年の児童

生徒一人一台端末環境の整備を目指し、家庭への持ち帰りを含めた環境整備を図ることが示さ

れました。「一人一台端末」の早期実現や、家庭でも繋がる通信環境の整備など、GIGAスクール

構想におけるハード・ソフト・人材を一体とした整備を加速することで、災害や感染症の発生

等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICT の活用により全ての子どもたちの学びを

保障できる環境を早急に実現することが目指されています。 

 

●こども家庭庁の創設 

 令和４年(2022)６月、「こども家庭庁設置法」が成立、公布され、また、同日に子どもの権利

擁護に関する理念や子ども施策の基本となる事項を定めた「こども基本法」が成立しました。

これにより、令和５年(2023)４月１日に内閣府の外局として、こども政策の司令塔を一本化し、

一元的に推進する「こども家庭庁」が発足するとともに、今後、教育政策とこども政策との連携

の重要性や施策に対するこども等の意見を反映させるために必要な措置を講じることが求めら

れています。 

 

●小学校高学年における教科担任制の検討 

 令和３年(2021)１月 26日中教審答申において、令和４年度(2022)を目途に、小学校高学年に

おける教科担任制の本格的導入が必要とされたことを踏まえ、当面は外国語、理科、算数及び

体育の特定教科における教科担任制の推進を図ることを中心に検討が進められ、文部科学省で

は令和４年度(2022)から、教科担任制の推進に必要な教職員の加配定数を措置しており、４年

程度をかけて段階的に取組みを推進することとしています。 
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第２章 教育を取り巻く現状と京田辺市のこれまでの取組み 

 

●学校における働き方改革 

 平成 31 年(2019)１月 25 日中教審答申「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運

営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について」に基づき、文

部科学大臣を本部長とする「学校における働き方改革推進本部」を設置し、勤務時間管理の徹

底や学校・教師が担う業務の明確化・適正化、教職員定数の改善充実、専門スタッフや外部人材

の配置拡充、部活動改革など、学校の働き方改革の推進に向けた取組みが進められています。 

 

●コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（平成29年(2017)４月１日施行）が行われ、

学校運営協議会の設置が各教育委員会の努力義務とされたことで、コミュニティ・スクールの

導入数が飛躍的に増加したことに加え、学校と地域学校協働本部、様々な立場の人同士をつな

ぐための連絡調整役を担う地域学校協働活動推進員が規定され、コミュニティ・スクールと地

域学校協働活動を一体的に推進することが示されました。また、令和２年度(2020)から、地域

の抱える課題の解決について支援する専門人材である「社会教育士」制度が始まりました。 

 

●文化芸術推進基本計画 

 文化芸術の「多様な価値」を生かして「文化芸術立国」の実現を目指す「文化芸術推進基本計

画（第１期）」が平成 30 年(2018)３月に閣議決定されました。これにより、各自治体において

も、自主的かつ主体的にその地域の特性に応じて文化芸術に関する施策の積極的な推進に努め

ることが求められています。 

 

●スポーツ基本計画 

 令和４年(2022)３月に「第３期スポーツ基本計画」が策定され、東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会（東京大会）のスポーツ・レガシーの発展に向けて、特に重点的に取り組むべき

施策が示されているとともに、①スポーツを「つくる／はぐくむ」、②「あつまり」、スポーツを

「ともに」行い、「つながり」を感じる、③スポーツに「誰もがアクセス」できる、これら３つ

の新たな視点と支える具体的な施策が示されています。 
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第２章 教育を取り巻く現状と京田辺市のこれまでの取組み 

３ 京都府の動向 

 

●第２期京都府教育振興プラン 

令和３年(2021)３月に、第２期京都府教育振興プラン（計画期間：令和３年度(2021)から令

和 12年度(2030)までの 10年間）が策定されました。 

この計画では、今後「目指す人間像」と、そのために必要な力を、３つの「はぐくみたい力」

として示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、施策推進の３つの視点を掲げ、６つの推進方策を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【目指す人間像】 

 めまぐるしく変化していく社会において、変化を前向きにとらえて主体的に行動し、より

よい社会と幸福な人生を創り出せる人 

【はぐくみたい力】 

 主体的に学び考える力 ／ 多様な人とつながる力 ／ 新たな価値を生み出す力 

【施策推進の視点】 

 〇多様な子どもたち一人一人を大切にし、誰一人取り残すことなく、個性や能力を最大

限伸ばす教育 

 〇幼児期から生涯にわたり、校種等を越えて切れ目なく学ぶことができる教育 

〇学校・家庭・地域がコミュニティとしてそれぞれの強みを活かしてつながる教育 

【施策方策】 

 １ 豊かな学びの創造と確かな学力の育成 

 ２ 豊かな人間性の育成と多様性の尊重 

３ 健やかな身体の育成 

４ 学びを支える教育環境の整備 

５ 学校・家庭・地域の連携・協働と社会教育の推進 

６ 文化振興と文化財の保存・継承・活用 
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第２章 教育を取り巻く現状と京田辺市のこれまでの取組み 

４ 京田辺市のこれまでの取組み 

 

 本市では、「第４次京田辺市総合計画」を基に、基本理念を実現するための重点事業を設定し、

取り組んできました。以下では、令和元年度(2019)以降の「京田辺市教育委員会事務の管理及

び執行の状況の点検及び評価」を基に本市のこれまでの取組みを整理しました。 

 

１）学校教育分野 

これまでの主な取組み 

〇各校・園の状況に応じた学校施設設備の整備充実、子どもの安全・安心に関わる諸施策、教

育内容の充実、ICT等教育環境の整備、教員研修の充実等、子どもたち一人一人を尊重し将

来をたくましく心豊かに「生き抜く力」を育成するための諸事業を着実に進めています。 

〇市内の各学校・園ではそれぞれ特色ある教育活動が展開されており、学力面や生徒指導、

特別活動等において着実な成果を挙げています。 

〇コロナ禍にあっても施設設備の保守や環境整備などの諸事業を着実に進め、子どもたち一

人一人が安心して学校に通い、充実した教育を受けることができるようにするための、経

済的・社会的・教育的支援をきめ細かく実施しています。 

〇ウィズ・コロナの生活が模索される中で、学校・園では、これまで中止・縮小していた学校

行事等を、感染対策に十分に配慮しながら再開し、教育委員会と学校・園とが緊密に連携

を図り、保護者や地域の理解を得て行われています。 

〇国の GIGA スクール構想の下、「京田辺市学校 ICT 整備計画」に基づいて事業を展開してい

ます。令和２年度(2020)には、小中学校に無線 LAN 環境を構築し、児童生徒一人一台とな

る 6,900 台のタブレット端末を導入しました。令和３年度(2021)は、小中学校に配備して

いる大型提示装置について、計画を前倒しするかたちで更新し、タブレット端末を有効に

利活用するための環境整備を進めました。 

〇ICT を効果的に活用するため、タブレット端末を授業で利活用するための教職員研修も実

施されています。また、令和２年度(2020)の小学校、令和３年度(2021)は中学校の指導者用

デジタル教科書を更新しました。 

〇本市では、教育支援教室を開室し、不登校児童生徒やその保護者への支援を行ってきまし

た。令和４年度(2022)の開室は、コロナ禍前の実績を上回る 203 日で、学校への登校が難

しい児童生徒が延べ人数で 728名が通室しました。また、教室の支援機能を充実するため、

臨床心理士等を招いて指導員へのスーパーバイズも行ってきました。さらに、令和５年度

(2023)２学期からは、支援の充実や教育相談活動の強化を図るため、京田辺市教育支援セ

ンター（アイリス）を新たに開設し、児童生徒の社会的自立を目指しているところです。 

〇各学校においては、教員はもとよりスクールカウンセラーやまなび・生活アドバイザー等

が連携して不登校傾向にある児童生徒の支援を行っています。令和３年度(2021)には、市

立田辺中学校内に校内指導教室を設置し、専任教員１名を配置しました。 

〇いじめを許さない学校づくりやいじめの未然防止に向けた教育活動を進めるため、京田辺

市いじめ防止基本方針に則って、校内いじめ対策委員会を設置し、家庭・地域社会との連

携を図りながら、いじめの未然防止や適切な教育指導を進めています。 
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第２章 教育を取り巻く現状と京田辺市のこれまでの取組み 

〇市立学校間の児童生徒数の偏在の解消に向けた取組みについては、令和５年(2023)３月に示さ

れた京田辺市学校教育審議会の中間答申を踏まえ、培良中学校に特色を持たせた上で、学校選

択制度の導入等を令和６年度(2024)に行うこととしました。また、中長期的に検討すべき課題

に対しては、京田辺市学校教育審議会と調整を図りながら取組みを進めています。 

〇令和２年(2020)11 月に策定された「京田辺市中学校給食基本計画」に則って、学校給食セ

ンターの整備を進め、令和６年度(2024)から中学校でも学校給食を実施することとなりま

した。 

〇留守家庭児童会に入会希望者が増加する中で、必要とされている校区に留守家庭児童会を

設置し、施設整備を行って定員を増やすなど、希望する全ての児童の受け入れを実現して

います。令和３年(2021)４月からは民間事業者による留守家庭児童会が開設されるなど、

京田辺市子ども・子育て支援事業計画に基づいて拡充が図られており、放課後及び長期休

業期間における児童の健全な育成に繋がっています。 

〇令和３年(2021)３月に策定した「京田辺市立幼稚園・保育所再編整備計画」に基づいて、市

北部地域の拠点となる市立幼保連携型認定こども園として「大住こども園」が令和５年

(2023)４月に開園しました。 

〇小学校へと繋がる質の高い就学前教育・保育の提供を目指し、保幼小接続カリキュラム等

を作成し、大学とも連携しながら取組みを進めています。 

〇令和３年(2021)３月に策定した「京田辺市学校施設長寿命化計画」に基づいて、学校施設

の耐久性を高めるとともに、安全で安心な教育環境の整備を進めています。 

〇地域と学校、行政が協力し、通学時の見守りや通学路の危険箇所の把握と改善対策を実施

し、児童生徒に対する防犯対策についても取り組んでいます。 

 

２）生涯学習分野 

これまでの主な取組み 

〇令和４年(2022)３月には、近年の社会状況の変化を踏まえた本市の生涯学習社会の実現に

向けたビジョンを示す「第３次京田辺市生涯学習推進基本計画」を策定しました。本計画

では、市民一人一人が生涯を通じて学習を行い、その成果を地域に還元することで、学び

と活動の循環を生み出す生涯学習社会の実現を目指すものです。 

この計画に沿って、中央公民館や北部住民センター、中部住民センター等における各種講

演会や教室等の生涯学習推進・支援事業を行っています。また、地域や家庭における教育力

の向上を目指し、「地域・学校パートナーシップ事業」や「家庭教育推進事業」などを進め

ています。 

〇地域の誇る豊かな文化財や同志社大学等の学術・研究機関との連携、文化芸術等の特色ある

活動を行う団体や人材の活用を図りながら、地域住民のふるさとに対するアイデンティティ

を高め、まちづくりへの参画を促し、ふるさとの発展を支えるための取組みを進めています。

また、これまで多くの市民の努力により蓄積されてきた伝統や文化、諸事業をまちの財産と

して次世代へつなぐため、「京田辺市展」や「京田辺市史編さん事業」など文化振興に取り組

んでいます。 
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第３章 京田辺市の教育が目指す姿【京田辺市教育大綱】 

 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定により、本市の実情に応じ、教育、学術

及び文化の振興に関する総合的な施策の根本となる方針として、京田辺市教育大綱を定めまし

た。この大綱は、同法に定める「総合教育会議」において、市長が教育委員会と協議したうえで

策定したものです。 

 京田辺市教育大綱に掲げた目指すべき姿の実現に向けて、総合的、計画的に推進していく、

中長期にわたる教育関係施策を「京田辺市教育振興基本計画」に示します。 

 

１ 基本理念 

 

 京田辺市の教育は、幸せや豊かさを感じることができる地域や社会の実現に向け 、家庭や地

域、学校、行政が協働して、確かな見通しを持って主体的に生き抜く、創造性あふれる心豊かな

人づくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本方針 

 

（１）一人一人が輝く京田辺っ子の育成 

１）確かな学力の育成と個性や能力の伸長を図る多様な教育 
 

発達段階や個に応じ、個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実を図りながら、基礎的・

基本的な知識・技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力等をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度など学習意欲の向上や言語

活動の充実を基盤とした学力の充実・向上を目指すとともに、将来への目的と展望をもって、

自らの進路を主体的に切り拓く能力や態度を育成する。 

 

 

未来を拓
ひら

く、京田辺のひと・まちづくり 

一人一人が輝く京田辺っ子の育成 心豊かに明日を拓く学びあい 
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第３章 京田辺市の教育が目指す姿【京田辺市教育大綱】 

 

２）豊かな人間性をはぐくむ教育 
  

子どもたちの豊かな情操や道徳心を培い、正義感、責任感、規範意識、自他の生命の尊重

や互いの敬愛と協力を重んずる態度、自己肯定感・自己有用感、他者への思いやり、人間関

係を築く力、社会性、基本的人権を尊重するとともに自分と他者との人権擁護への意識とそ

れを実践しようとする意欲や態度、多様性を理解する態度、公共の精神に基づき、主体的に

社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態

度、前向きに挑戦しやり遂げる力などを養う。 

 

３）たくましく健やかな体をはぐくみ、いのちを守る教育 
  

自他の生命の尊さを自覚し、生涯にわたって心身ともに健康で安全な生活を営むために必

要な健康や体力、危機対応能力を育成する。 

 

４）社会の変化に対応する教育 
  

持続可能な社会づくりへの意欲等を高めるとともに、様々な分野でグローバルに活躍でき

るよう、国際感覚を身に付け、我が国の文化や伝統を尊重し、異文化を理解し尊重する態度

や国際社会の平和と発展に寄与する態度、共に生きていく資質やコミュニケーション能力を

育てる。 

 また、多くの情報の中から必要な情報を収集・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況

などを踏まえて発信・伝達できる能力や、情報の科学的理解、情報社会に参画する態度を育

成する。 

 

５）教職員の資質能力と学校の教育力の向上 
  

教職に対する愛着と誇りをもち、豊かな人間性、広い社会性及び高い専門性を基盤とした

実践的指導力をもった魅力ある優れた教師の確保と、多様な専門性を有する教職員体制の構

築を図り、学校教育全般にわたって創意ある教育活動を展開し、子どもたちにとっては魅力

ある学校、家庭及び地域社会からは信頼される学校を目指し、家庭や地域社会との連携によ

る学校の教育力の向上を図る。 

 また、学校内外における安全の確保、経済面をはじめとする様々な課題を抱える子どもた

ちへの支援など、ソフト面・ハード面ともに子どもが安全・安心な環境で学ぶことができ、

充実した生活が送れる教育環境の充実に努める。 
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（２）心豊かに明日を拓く学びあい 

１）生涯学習社会の実現 
  

市民一人一人が、自己の人格を磨き、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所に

おいて学習することができ、その学びを通し、それぞれの幸せや生きがいを感じることがで

きるとともに、自己実現や地域のつながりの形成、地域社会での学習成果の活用に取り組む

ことができる社会の実現に努める。 

 

２）人権教育の推進 
 

一人一人の尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる社会の実現に

向け、学校教育をはじめ生涯にわたりあらゆる場や機会を通じて、人権尊重の理念や同和問

題（部落差別）など様々な人権問題についての正しい理解と認識を深めるとともに、実践に

つながる主体的な学習活動の促進に努める。 

 

３）家庭・地域社会の教育力の向上 
  

すべての教育の出発点である家庭の教育力の向上と、地域社会の教育力を高め、地域全体

で子どもを健やかにはぐくむとともに、地域の全ての人たちが、その絆を深め、人々が互い

に思いやり、助け合いながら暮らすことのできる地域づくりを進める。 

 

４）文化・スポーツの振興 
  

豊かな歴史や風土の中で受け継がれ、市民の多様な活動を通じてはぐくまれてきた本市の

有形無形の文化を市民共通の財産として生かし、未来へ継承するとともに、京田辺らしい文

化を創造する。さらに、こうした文化活動を通じて生き生きとした市民生活の構築を図り、

心豊かな人間性をはぐくむ。 

 また、市民の誰もが、いつでも、どこでもその年代や体力などライフステージに応じたス

ポーツ活動を通して、健康で豊かな人生を築き、生きがいと喜びを感じながら、地域社会の

一員として活動できる環境づくりを目指す。 
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第４章 取り組む施策の方向性 
 

基本方針１ 一人一人が輝く京田辺っ子の育成 
 

基本施策（１）確かな学力の育成と個性や能力の伸長を図る多様な教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●これからの社会を力強く生きていくために、「確かな学力」を育成していくことは大きな柱

の一つとなっています。文部科学省が示す学習指導要領は、子どもたちに必要な力（資質・

能力）を「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」「学びに向かう力、人間性等」とい

う３つの柱で示し、社会に出てからも学校で学んだことを生かせるよう、３つの力をバラ

ンスよくはぐくむことが求められています。 

 ●保護者アンケートでは、「学校に期待する教育や指導」は、「学ぶ楽しさや喜びを通して学習意

欲を高める」（71％）が最も高くなっています。児童生徒アンケートでは、「学習内容がわから

ない時にどうしているか」では「友達に教えてもらう」（73％）、「自分の力で考えたり、本やイ

ンターネットで調べたりする」（40％）の割合が高く、「授業の中で一番楽しいと感じる時はど

んな時か」では「友達と話し合っているとき」（63％）が最も高くなっています。 

 ●全国学力・学習状況調査において、本市の子どもたちの学力の平均値としては、国や京都府を

上回っています。今後も、全国・京都府・本市の学力・学習状況調査結果を分析し、全体や個

人の課題の要因を探り、児童生徒一人一人の確かな学力を確実に伸ばすことが必要となります。 

 ●学習指導については、学習指導要領の趣旨の実現に向け、育成すべき資質・能力を踏まえ

た教育課程の具体化と創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開し、確かな学力をはぐ

くみ、個性や能力を伸ばす多様な教育を行うことが必要です。 

●進路指導については、学ぶこと働くことの喜びと大切さを体得させ、将来への目的と展望

をもって、自らの進路を主体的に切り拓く能力や態度を育成することが必要です。 

●特別支援教育については、発達に課題がある幼児児童生徒を含め、障がいのある幼児児童

生徒が、心豊かでたくましく生きる力を培い、自立し社会参加する資質や能力を育てるた

め、個々の教育的ニーズに応じた切れ目のない支援体制の充実が必要です。 

●就学前教育については、幼児期の特性を踏まえ、環境を通して行うものであることを基本

とした総合的な指導を通して、生涯にわたる人格形成の基礎を培うことが求められます。

また幼児教育と小学校教育との円滑な接続が重要です。  

【施策の方針】 

発達段階や個に応じ、個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実を図りながら、基礎

的・基本的な知識・技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解決するために必要な

思考力、判断力、表現力等をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度など学習意欲の向上や

言語活動の充実を基盤とした学力の充実・向上を目指すとともに、将来への目的と展望を

もって、自らの進路を主体的に切り拓く能力や態度を育成します。 

 

現状と課題 
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１）学習指導 
 

 個に応じた指導を積極的に進めることにより基礎的・基本的な知識・技能を確実に習得させ、

これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現力等をはぐくむとともに、

学習意欲の向上や言語活動の充実を基盤として、学力の充実・向上を目指す取組みを組織的に

進めます。 
 

主な取組み 内容 

①学習指導要領の確実な実施 学習指導要領の円滑かつ確実な実施を通して、求められる

資質・能力の育成を目指します。また、綿密な指導計画に基

づいた指導を進めます。 

②主体的・対話的で深い学び

の実現に向けた授業改善 

主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業の実践や探

究的な学習の充実を進め、学びの質を高めるとともに、習得

した知識・技能等を活用して課題を解決するために必要な力

を育成します。 

③一人一人に応じたきめ細か

な指導ができる体制の充実 

学力調査等の分析・活用により、個々の学習状況を的確に

把握し、一人一人に応じたきめ細かな指導ができる体制の充

実に努めるとともに、検証サイクルによる取組みを進めます。 

④個別最適な学びと協働的な

学びの一体的な充実 

児童生徒一人一台タブレット端末環境での学習において、

ICT 機器等を効果的に活用した授業を工夫し、個別最適な学

びや創造的な学び、協働的な学びの実現に向けての取組みを

進めます。 

⑤社会に開かれた教育課程の

実施 

社会に開かれた教育課程の実施により、学校教育における

目標を社会と共有するとともに、地域の人的・物的資源の活

用や大学との連携等、家庭・地域と連携・協働して目標の実

現を図ります。 

 

２）進路指導 
 

 進路指導を人間としての在り方生き方にかかわる指導ととらえ、学ぶこと働くことの喜びと

大切さを体得させ、将来への目的と展望をもって、自らの進路を主体的に切り拓く能力や態度

を育成します。 
 

主な取組み 内容 

①キャリア教育の推進 校内外での幅広い学習経験や啓発的経験を得させる活動を

充実させ、小学校からキャリア・パスポートの活用等を通し

て、自己の特性に気付かせるとともに、小学校段階からのキ

ャリア教育を通じて「生きる力」を育成し、将来への希望と

その実現への意欲を高める指導に努めます。 

施策の方向性 
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②希望進路の実現に向けた組

織的・計画的・継続的な進

路指導の推進 

校内の進路指導体制として、「子供の貧困対策に関する大

綱」等を踏まえるとともに、家庭や関係機関との連携を深め、

組織的・計画的・継続的な進路指導を推進し、希望進路の実

現に努めます。 

③個に応じた進路指導（職業

教育）の推進 

進路情報を幅広く収集整理し、児童生徒保護者に提供し、

組織的な進路事務を通して個に応じた進路指導に努めます。 

 

３）特別支援教育 

 

発達に課題がある幼児児童生徒を含め、障がいのある幼児児童生徒が、心豊かでたくましく

生きる力を培い、自立し社会参加する資質や能力を育てるため、さらに発達に課題がある幼児

児童生徒に対する理解を深めるとともに個々の教育的ニーズに応じた適切な教育に努めます。 

また、すべての幼児児童生徒に、障がいのある人への正しい理解と認識を育てるため、「障害

のある子供の教育支援の手引き～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向

けて～」（令和３年(2021)６月文部科学省）を踏まえて計画的な指導に努めます。 
 

主な取組み 内容 

①組織的・計画的な教育的支

援の推進 

特別支援教育コーディネーターを中心とした校（園）内委

員会等の校内組織の充実を図り、全教職員が一致して組織的・

計画的に教育的な支援を進めます。 

②個別指導計画等の活用 個々の教育的ニーズを分析し、指導計画を立てるための「ア

セスメント票」や「個別の指導計画」、保護者等と連携して作

成する「個別の教育支援計画」等を活用します。さらに、医

療、福祉、保健、労働（就労）等の関係機関と連携を深めな

がら、具体的な指導目標や指導内容の明確化と PDCAサイクル

による指導・支援の改善に努めます。 

③インクルーシブ教育の推進 発達障害を含む通常学級に在籍する特別な教育支援を必要

とする児童生徒の実態を把握し、特別支援教育の視点を踏ま

えた個に応じた適切な指導・支援の充実とユニバーサルデザ

インの考え方による指導を進めるとともに、通級指導教室の

活用と指導の充実を図ります。 

④一貫した就学相談や進路指

導の充実 

支援をつなぐための「あしあとファイル」や「連絡シート」

を活用した幼稚園、認定こども園、保育所（園）、小学校、中

学校間の連携強化を図るとともに、特別支援学校との連携や、

さらに、特別支援学校に設置されている地域支援センター等

の活用を通じて、早期からの一貫した就学相談や進路指導の

充実に努めます。 

⑤交流及び共同学習の充実 交流及び共同学習を充実し、正しい理解と認識を深める指

導の充実を図るとともに、保護者や地域の理解を深めるため

の啓発に努めます。 
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４）就学前教育 

 

 幼児期の特性を踏まえ、環境を通して行うものであることを基本とし、幼児の自発的な活動

である遊びを中心とした総合的な指導を通して、生涯にわたる人格形成の基礎を培います。 

 

主な取組み 内容 

①幼稚園・認定こども園等就

学前教育の推進 

幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領

の趣旨を踏まえ、教育期間や幼児の生活体験、発達の過程等

を考慮し教育課程の編成を行うとともに、体験活動を生かし

た幼児期にふさわしい活動を展開し、社会生活上のルールや

道徳性を必要に応じて身に付けるように援助します。 

②個々に応じた環境構成・指

導方法の工夫 

幼児教育が生涯にわたる生活や学習の基盤になることに配

慮し、個々の幼児の特性や発達に応じた環境構成と指導方法

の工夫に努めます。 

③小学校教育との円滑な継続 体験入学などの園児・児童・教員間等の交流の機会を活用

するとともに、「幼小接続カリキュラム」に基づき、小学校の

学習や生活につながる接続期の指導の充実に努め、就学前教

育と小学校教育との円滑な接続を図ります。 

④幼児教育のセンター的機能

の充実 

地域における「子育て支援」を担う教育・保育機関として、

保護者及び関係諸機関等との相談活動や連携・協働、保護者

同士の交流等の取組みを積極的に進めることにより、幼児教

育のセンター的機能を高めます。 
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【基本施策（１）確かな学力の育成と個性や能力の伸長を図る多様な教育の推進】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

全国学力・学習状況調

査における平均正答率

の割合（小学生） 

国語:72.1％ 

府平均:70.0％ 

算数:66.9％ 

府平均:65.0％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

全国学力・学習状況調

査における平均正答率

の割合（中学生） 

国語:70.7％ 

府平均:70.7％ 

数学:54.0％ 

府平均:52.0％ 

英語:47.6％ 

府平均:47.6％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「授業の内容はよく分

かりますか」に肯定的

に回答した割合（小学

生） 

国語:84.0％ 

府平均:84.1％ 

算数:82.7％ 

府平均:81.7％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「授業の内容はよく分

かりますか」に肯定的

に回答した割合（中学

生） 

国語:74.4％ 

府平均:78.1％ 

数学:80.2％ 

府平均:73.7％ 

英語:66.3％ 

府平均:64.0％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「将来の夢や目標を持

っていますか」に肯定

的に回答した児童生徒

の割合 

小学生:84.2％ 

府平均:81.8％ 

中学生:61.3％ 

府平均:63.5％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

特別支援教育研究会の

活動事業数 

7回 

（Ｒ４） 
7回 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

「幼小接続カリキュラ

ム」実施校数 

9校 

（Ｒ４） 
9校 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。  

施策に関する目標指標 
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基本施策（２）豊かな人間性をはぐくむ教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●子どもたちが生涯にわたって、他者や社会などと関わりながら、よりよく生きていく上で、

自らを律する心や互いを思いやる心、人間関係を築く力など、豊かな人間性や社会性を身

に付けることはとても大切です。 

 ●児童生徒アンケートでは、「学校が楽しい・どちらかと言えば楽しい」という児童生徒は 88％

と多数ですが、「学校に行きづらいと思ったことはありますか」では「ある」「どちらかと言

えばある」の割合が 31％となっています。また「友達が悪いことしたとき注意しますか」

では「注意する」（40％）、「たぶん注意する」（50％）が多数となっています。 

保護者アンケートでは、「お子さんに将来どのような人になってほしいですか」では「思い

やりがあり、互いの違いを認め合い、助け合える人」（61％）が最も高く、次いで「幅広い

視野と柔軟な思考力を持つ人」（48％）となっています。 

 ●道徳教育については、生涯にわたる成長の基礎となる、豊かな人間性をはぐくむ教育を行

うことが重要です。生命の尊重や他人を思いやる心など、豊かな心の育成のため、教育活

動全体を通じて道徳性を養うことが必要です。 

●人権教育については、学校教育全体に人権教育を適切に位置づけ、一人一人を大切にした

教育を推進し、自ら気付き、主体的に考え、解決しようとする意識・態度・実践的な行動力

を育成することが求められます。 

●生徒指導については、人間の尊厳という観点に立ち、子どもたちの内面理解に努め、個々の

課題の解決を図るとともに、望ましい集団活動を通じて、人間としてよりよい生き方を目

指し、実践していく力を育てることが重要です。 

●児童生徒アンケートでは、「地球温暖化を知っていますか」では「知っているし、不安に思

う」（76％）、「知っているが不安に思わない」（12％）と環境問題に対する認知度は高くなっ

ています。また「学校や家で行っている環境にやさしい行動はありますか」では「買い物で

はマイバッグを持っていきレジ袋を受け取らない」（65％）、「ごみは分別をして捨てる」

（60％）、「食べ物は残さず食べる」（58％）、「蛇口やシャワーをこまめに止めるなど水のむ

だ使いをしない」（57％）といった行動が一定定着していることがわかります。 

【施策の方針】 

子どもたちの豊かな情操や道徳心を培い、正義感、責任感、規範意識、自他の生命の尊重

や互いの敬愛と協力を重んずる態度、自己肯定感・自己有用感、他者への思いやり、人間関

係を築く力、社会性、基本的人権を尊重するとともに自分と他者との人権擁護への意識と

それを実践しようとする意欲や態度、多様性を理解する態度、公共の精神に基づき、主体的

に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度、自然を大切にし、環境の保全に寄与する

態度、前向きに挑戦しやり遂げる力などを養います。 

 

現状と課題 
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●環境教育については、身近な自然や社会の事象に関心を持ち、人々のくらしと環境とのか

かわりについて理解を深め、環境を保全する生活の仕方などに対する実践的態度や能力を

育てることにより、身近な問題から地球環境に目を向けさせ、環境的視点からの持続可能

な社会の担い手をはぐくむことが求められています。 

●主権者教育・消費者教育について、社会の持続的な発展を生み出す人材を養成するために、

自らが社会を形成する一員であり、合意形成を経て自らルールや仕組みを作ることができ

る存在であるという認識を持つことが重要です。社会の構成員の一員として主体的に担う

ことができる力を発達の段階等に応じて身に付けさせる主権者教育と、主体的に判断し責

任を持って行動できる消費者を育成する消費者教育の推進が必要です。 

 

 

 

１）道徳教育 

 

 生命の尊重や他人を思いやる心等、豊かな心の育成のため、幼児児童生徒の実態に即し、教

育活動全体を通じて道徳性を養うための指導を推進します。特に、「特別の教科道徳」（道徳科）

の指導を充実させ、各学級で道徳的実践力の育成に努めます。 

 

主な取組み 内容 

①道徳教育の指導体制及び指

導内容の工夫と充実 

道徳教育推進教師を中心としたすべての教職員の連携によ

る指導体制の工夫・充実に努めます。 

また、道徳教育の全体計画、学級における指導計画及び道

徳科の年間指導計画を各教科、特別活動や総合的な学習の時

間等と関連させ、指導内容の工夫、改善と充実を図り、指導

の徹底に努めます。 

②内面に根ざした道徳性の育

成 

道徳科では、「道徳教育の進め方 京都式ハンドブック」を

活用するとともに、豊かな体験活動を生かす工夫、地域の人々

の協力等の多様な指導を展開し、内面に根ざした道徳性の育成

を図ります。 

③主体的に考え議論する指導

方法の工夫改善 

児童生徒の心に響き、道徳的価値の自覚を促す指導方法に

ついての研修を深め、課題解決的な学習や体験的な学習を取

り入れる等、児童生徒が主体的に考え議論する指導方法の工

夫改善に努めます。 

④道徳的実践を促す環境づく

り 

家庭や地域社会と一体となって、基本的な生活習慣、規範

意識、好ましい人間関係、伝統や文化の継承、豊かな感性や

社会性等を培う道徳的実践を促す環境づくりに努めます。 

  

施策の方向性 
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２）人権教育 

 

 子どもの権利・人権に配慮した教育活動に努めるなど、学校教育活動全体に人権教育を適切

に位置づけ、一人一人を大切にした教育の推進を図り、基本的人権や同和問題（部落差別）、障

がいのある人、外国人への配慮等さまざまな人権問題についての正しい理解と認識の基礎を培

うとともに、自ら気付き、主体的に考え、解決しようとする意識・態度・実践的な行動力等を育

成します。 

 

主な取組み 内容 

①計画的な人権教育の推進と

人権学習の工夫改善 

学校や地域の実態・課題の状況等を十分に把握して、人権

教育推進計画を策定し系統的・計画的に人権教育を推進しま

す。また、現代の社会・経済状況や学校教育を巡る今日的状

況を踏まえて、日常的に点検・評価を行い、その結果に基づ

く人権学習の工夫改善を行います。 

②人権問題を自身の課題とし

てとらえ解決に向けて実践

できる意識・態度の育成 

児童生徒の発達の段階に応じ、普遍的視点からのアプロー

チと個別的な視点からのアプローチにより人権学習の充実を

図り、同和問題（部落差別）などさまざまな人権問題を自分

自身の課題としてとらえ、人権意識を高揚させ、その解決に

向けて実践できる意識・意欲・態度を育成します。 

③教職員の認識進化及び実践

力・指導力の向上 

人権尊重を踏まえた教育活動を進めるため、人権関係資料

を積極的に活用するとともに、「人権教育に関する教職員の意

識調査」の結果を踏まえ、公開授業を含む研修を日常的・系

統的に行い、認識深化及び実践力･指導力の向上に努めます。

その際、同和教育の中で積み上げられてきた成果と手法への

評価を踏まえて、その継承と発展を図ります。 

④人権三法の理念に基づく家

庭や関係機関等との連携 

人権教育の推進に当たっては、「部落差別解消推進法」「障

害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解消法」の人権三法に示さ

れた理念のもと、差別のない社会の実現を目指し、日常的・

継続的な家庭との連携を強化します。また、校種間連携及び

地域社会、関係諸機関等との連携・協働を図り、幼児児童生

徒の発達段階に即し、体系的・計画的に人権問題の解決に向

けて取り組みます。 

⑤社会の多様性に配慮した総

合的な取組みと男女共同参

画の推進 

社会の多様性に配慮し、あらゆる人権問題の解決を目指し

た総合的な取組みや男女共同参画を推進するため、社会教育

との連携・協働を強化し、地域・保護者の深い信頼の下に実

践を進めます。 

  



 

24 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

第４章 取り組む施策の方向性 

３）環境教育 
 

 身近な自然や社会の事象に関心を持ち、人々のくらしと環境とのかかわりについて理解を深

め、環境を保全する生活の仕方などに対する実践的態度や能力を育てることにより、身近な問

題から地球環境に目を向けさせ、環境的視点からの持続可能な社会の担い手をはぐくみます。 

 

主な取組み 内容 

①地域と連携した環境教育の

計画的な実施 

自然と共生した社会を創造する一員の育成を目指し、地域

と連携した環境教育を計画的に実施します。 

②身近な環境についての体験

学習 

自然や社会の中での体験を通じて、身近な問題から環境と

自分との関係を考えることを通し、よりよい環境づくりのた

めに配慮した生活ができる態度を身に付けさせます。 

③脱炭素で持続可能な社会の

実現に向けた実践的学習 

喫緊の課題となっている二酸化炭素による気候変動につい

て、問題を正しく認識するとともに、本市のゼロカーボンシ

ティの取組みを踏まえ、脱炭素で持続可能な社会の実現に貢

献できる実践的態度を育てます。 

 

 

４）主権者教育・消費者教育 
 

 社会の持続的な発展を生み出す人材を養成するためには、自らが社会を形成する一員であり、

合意形成を経て自らルールや仕組みを作ることができる存在であるという認識を持つことが重

要です。社会の形成に主体的に参画する主権者として、社会の中で自立し、他者と連携・協働し

ながら、社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一員として主体的に担うことが

できる力を発達の段階等に応じて身に付けさせる主権者教育に取り組みます。また、消費者の

権利と責任について理解するとともに、主体的に判断し責任を持って行動できる消費者を育成

するため、教育機関や関係団体との連携・協働による消費者教育の推進を図ります。 

 

主な取組み 内容 

①主権者教育の推進 学習指導要領に基づき、教科等横断的な視点から主権者と

して必要な資質・能力をはぐくむ教育を推進します。 

②消費者教育の推進 一人一人が自立した消費者として健全な消費生活を送るこ

とができるようになるために、学校教育段階において学習指

導要領に基づき消費者教育を推進します。 

  



 

25 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

第４章 取り組む施策の方向性 

５）生徒指導 

 

 幼児児童生徒の一人一人の個性の発見とよさや可能性の伸長と社会的資質・能力の発揮を支

えると同時に、主体的な選択・決定を促す自己指導能力を育てます。あわせて、校内指導体制を

有効に機能させ、校種間・学校間、および関係機関との連携を進め、組織的・計画的な指導を推

進します。 

 

主な取組み 内容 

①信頼関係に基づく人間関係

の育成 

幼児児童生徒と教職員及び幼児児童生徒相互の心のふれ合

いを大切にし、深い信頼関係に基づく人間関係の育成に努め、

学校が児童生徒にとって安心できる、心の居場所となるよう

望ましい集団づくりに努めます。 

②存在感・充実感のある学校

生活のための積極的な指導 

児童生徒に目的意識を持たせ、一人一人のよさに着目した

指導を通し、存在感・充実感のある学校生活を送らせるため

の積極的な指導に努めます。 

③体験活動を通した心の育成 自然体験活動、ボランティア活動等多様な体験活動を通し

て、豊かでたくましい心の育成に努めます。 

④自発的・自治的な活動の場

の設定 

特別活動をはじめとした教育活動全般において、児童生徒

の自発的・自治的な活動の場を積極的に設けることで、児童

生徒が自己の可能性を開発するための態度と能力の育成を図

ります。 

⑤いじめ問題への情報共有と

組織的対応 

本市及び各学校の「いじめ防止基本方針」に基づき、情報

共有と組織的対応に努めるとともに、学校・保護者・地域が

連携して、いじめの未然防止、早期発見・早期解決を図りま

す。また、教職員の高い人権意識のもと、適切な対応が実施

できるようにします。特にネット上のいじめ等の問題に関し

ては、情報モラルについて指導するとともに、関係機関と連

携した迅速かつ適切な対応を行います。 
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【基本施策（２）豊かな人間性をはぐくむ教育の推進】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

「自分には、よいところ

があると思いますか」に

肯定的に回答した児童

生徒の割合 

小学生:84.1％ 

府平均:83.7％ 

中学生:83.0％ 

府平均:78.1％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「人が困っているとき

は、進んで助けていま

すか」に肯定的に回答

した児童生徒の割合 

小学生:92.0％ 

府平均:91.6％ 

中学生:86.2％ 

府平均:85.2％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「地域や社会をよくす

るために何かしてみた

いと思いますか」に肯

定的に回答した児童生

徒の割合 

小学生:78.9％ 

府平均:78.2％ 

中学生:67.4％ 

府平均:62.2％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

「いじめは、どんな理

由があってもいけない

ことだと思いますか」

に肯定的に回答した児

童生徒の割合 

小学生:97.6％ 

府平均:97.3％ 

中学生:90.3％ 

府平均:94.7％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。  

施策に関する目標指標 
 



 

27 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

第４章 取り組む施策の方向性 

基本施策（３）たくましく健やかな体をはぐくみ、いのちを守る教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 ●健康な体をつくることは、子どもたちが豊かな生活を送るために必要なことであり、成長

期に活発な身体活動を行うことは、子どもたちの心身の成長・発達に必要な体力を高める

だけでなく、生涯にわたり健康を保ちながら生き生きと生活していく活力の育成にもつな

がります。 

 ●「令和４年度(2022)全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（新体力テスト）については、

体力合計点（８種目）において、小学生（男子）は全国平均値を下回っていますが、小学生

（女子）と中学生では全国平均値を上回っています。筋力や柔軟性、敏捷性のテスト結果

では、全国平均を下回る傾向がみられます。今後とも、体育の授業や体育的行事など学校

体育の推進を通して、運動能力の向上を図ることが必要です。 

 ●児童生徒が巻き込まれる事件や事故が後を絶たない中、学校における安全管理の徹底と児

童生徒への安全教育の重要性が高くなっています。 

 ●健康安全教育では、自他の生命の尊さを自覚し、生涯にわたって心身ともに健康で安全な

生活を営み、危機対応能力を身に付けた子どもたちの育成が求められています。 

 ●中学校給食の実施では、施設設備・運営手法について学校現場や保護者の声が十分に反映

され、心身の健全な発達のため、栄養バランスのとれた給食を提供することにより、健康

の保持増進、体位の向上を図るとともに、学校給食を生きた教材として活用しながら食育

の推進に取り組むことにより、食生活に対する正しい理解と望ましい食習慣が具現化され

ることが重要です。 

 

 

  

【施策の方針】 

自他の生命の尊さを自覚し、生涯にわたって心身ともに健康で安全な生活を営むために

必要な健康や体力、危機対応能力を育成する。 

現状と課題 
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１）健康安全教育 

 

 自他の生命の尊さを自覚し、生涯にわたって心身ともに健康で安全な生活を営み、危機対応

能力を身に付けた幼児児童生徒を育成するため、家庭や地域、関係機関との連携を強化し、健

康安全教育を組織的・計画的に推進します。 

 

主な取組み 内容 

①基礎的な体力・運動能力の

向上（運動習慣の確立・ス

ポーツ機会の充実） 

幅広い運動を経験させるとともに、新体力テストの結果を

もとに、自己の体力について理解させ、学校生活全般におい

て、基礎的な体力、運動能力の向上に努めます。特に、学校

全体の課題となっている運動能力については、全学年で体育

の授業や体育的行事の工夫に努めることにより向上を図りま

す。 

②交通安全教育や防災教育等

の安全教育の推進 

幼児児童生徒の安全と安心を確保するため、交通安全教育

や防災教育等の安全教育を計画的・継続的に実施し、危機対

応能力（自ら判断し、自ら行動する力）を高め、主体的に安

全な生活を営む正しい判断力と実践力を育成します。 

③学校・園の危機管理体制の

充実と幼児児童生徒の安全

確保 

教職員の危機管理意識の高揚を図り、危機管理体制を整備・

充実し、各学校・園の「危険等発生時対処要領」に基づく実

効性のある研修や訓練を実施するとともに、幼小中の連携や

保護者・地域社会・関係機関等と連携して幼児児童生徒の安

全確保を図ります。あわせて、危険等発生時における心のケ

アの充実に努めます。 

④発達段階に応じた性に関す

る教育と現代的健康問題に

対応する保健教育の充実 

児童生徒の実態と発達段階に応じた性に関する教育の指導

内容を工夫し、保護者等の理解を得ながら適切に推進すると

ともに、飲酒・喫煙・薬物乱用、心の健康等、多様化・深刻

化する現代的健康課題に対応する保健教育の充実に努めま

す。 

⑤学校給食の推進 小学校に加えて中学校においても、心身の健全な発達のた

め、栄養バランスのとれた安全安心な学校給食を提供します。 

また、学校給食を活用して、児童生徒が食に関する正しい

理解や望ましい食習慣を身に付けられるよう図るとともに、

学校給食費の公会計化を推進します。 

⑥アレルギーへの的確な対応 学校（園）と家庭がアレルギーのある幼児児童生徒の情報

共有をするとともに、全教職員がアレルギーを理解し、万が

一の事故発生時における迅速かつ的確な対応措置が講じられ

るよう実践的な訓練を定期的に行います。 

施策の方向性 
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【基本施策（３）たくましく健やかな体をはぐくみ、いのちを守る教育の推進】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

体力合計点（８種目の

体力テスト成績を１

点から１０点に得点

化して総和した体力

テストの合計得点）の

平均値 

小学生 

男:48.96点 

府平均:51.20点 

女:55.42点 

府平均:53.34点 

中学生 

男:43.05点 

府平均:40.65点 

女:49.81点 

府平均:47.39点 

（Ｒ４） 

府平均以上＊ 

全国体力・運動能

力、運動習慣等調査

における府平均以

上を目指す 

各年度 

「運動やスポーツを

することは好きです

か」に肯定的に回答

した児童生徒の割合 

小学生 

男:89.5％ 

府平均:90.7％ 

女:81.6％ 

府平均:82.8％ 

中学生 

男:89.5％ 

府平均:87.3％ 

女:76.3％ 

府平均:74.3％ 

（Ｒ４） 

府平均以上＊ 

全国体力・運動能

力、運動習慣等調査

における府平均以

上を目指す 

各年度 

水泳学習の民間施設

活用校数 

試行 1校 

（Ｒ４） 
9校 

全小学校での実施

を目指す 

令和 

6年度 

「朝食を毎日食べて

いますか」に肯定的

に回答した児童生徒

の割合 

小学生:95.6％ 

府平均:93.5％ 

中学生:92.8％ 

府平均:90.0％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況

調査における府平

均以上を目指す 

各年度 

まるごときょうとの

日（献立食材の産地

を京都府に限定した

給食）実施回数 

2回 

（Ｒ４） 
2回 

過去の実績と同水

準の維持を目指す 
各年度 

施策に関する目標指標 
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お茶給食（地元産玉

露粉や抹茶を活用し

た給食）実施回数 

10回 

（Ｒ４） 
10回 

過去の実績と同水

準の維持を目指す 
各年度 

学校給食費公会計へ

移行 

小学校：私会計 

中学校：― 
公会計開始 

令和６年度の中学

校給食開始と同時

に学校給食費公会

計方式による徴収

を目指す 

令和７年度から小

学校学校給食費徴

収を私会計から公

会計へ移行を目指

す 

令和 

6～7 

年度の

各年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。 
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基本施策（４）社会の変化に対応する教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●激しく変わりゆく社会の中で生き抜く力をはぐくむためには、子どもたちに多様な知識を

身に付けさせる必要があり、国際感覚を身に付け、異文化を理解し尊重し、共に生きてい

く資質やコミュニケーション能力が求められています。 

●グローバル化の流れの中、令和２年度(2020)より小学３，４年生で外国語活動が始まり、小

学５、６年生で外国語（英語）が教科化されるなど、外国語教育の重要性はより一層増して

います。経済・産業・文化などあらゆる分野で国際化が進展している現在、世界に通用する

実践的な語学力とともに豊かな国際感覚を醸成することが大切です。 

●国際理解教育については、外国語教育を推進するとともに、国際感覚を身に付けた児童生

徒の育成を目指し、我が国の文化や伝統を尊重し、異文化を理解し尊重する態度や共に生

きていく資質やコミュニケーション能力を育てることが必要です。 

●保護者アンケートでは、「子ども専用の携帯電話・スマートフォンを持たせていますか」は

「持たせている」が、小学校保護者は 45％、中学校保護者では 87％となっています。その

うち「使用時間や利用方法について約束事や指導を行っていますか」は、「利用の約束事を

つくっている」（68％）、「スマートフォンのフィルタリングをかけている」（46％）といった

対応がされています。 

●情報教育については、今後の技術革新や社会変化に対応する人材を育てるためには、あら

ゆる情報の中から必要な情報を読み取り、進歩し続ける技術を使いこなすことができるよ

うな取組みを推進することが求められます。児童生徒の情報モラル及びデジタル・シティ

ズンシップ（情報技術の利活用における適切で責任ある自主的な行動や意識）を含めた情

報活用能力の向上に向けた取組みが必要です。 

●情報教育推進では、教職員一人一人が ICT 等を積極的に活用して児童生徒の「主体的・対

話的で深い学び」を実現できるように、授業改善の取組みや教職員研修を支援し、教育条件

の整備充実を計画的に推進することが求められます。 

●ICT の効果的な利活用を推進するにあたっては、セキュリティに係る制限の検討や保守管

理も重要となります。ICTを学習活動の充実に繋げるための、学校が求める支援を行うとも

に、学校 DXを加速する必要があります。  

【施策の方針】 

持続可能な社会づくりへの意欲等を高めるとともに、様々な分野でグローバルに活躍できるよ

う、国際感覚を身に付け、我が国の文化や伝統を尊重し、異文化を理解し尊重する態度や国際社

会の平和と発展に寄与する態度、共に生きていく資質やコミュニケーション能力を育てます。 

また、多くの情報の中から必要な情報を収集・判断・表現・処理・創造し、受け手の状況な

どを踏まえて発信・伝達できる能力や、情報の科学的理解、情報社会に参画する態度を育成し

ます。 

現状と課題 
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１）国際理解教育 

 

 グローバル社会に対応した外国語教育を推進するとともに、国際感覚を身に付けた児童生徒

の育成を目指し、我が国の文化や伝統を尊重し、異文化を理解し尊重する態度のほか共に生き

ていく資質やコミュニケーション能力を育てます。 

 

主な取組み 内容 

①体験的学習など取り入れた

地域や国、他国の伝統・文

化に関する学習 

グローバル社会を生きる基礎的資質を養うため、各教科等

の指導内容を踏まえ、地域や国、他国の伝統・文化に関する

体験的な学習や課題学習等を取り入れた年間指導計画を作成

し、その実践に努めます。 

②外国語教育の推進 小学校高学年での外国語科の充実に向けて、小学校教員の

指導力向上を図るとともに、小中連携の充実や ALT 等の効果

的な活用により、コミュニケーション能力を育成します。 

③持続可能な社会づくりに関

する学習 

持続可能な社会の創り手となるよう、学校教育全体並びに

各教科等の指導を通して、社会的課題を自身との関係におい

て考え、その解決に向けて取り組もうとする意欲や態度を育

てるように努めます。 

 

２）情報教育 

 

GIGA スクール構想に基づくタブレット端末の効果的な活用を通じた児童生徒の学びの充実に

向け、教員の指導力向上を図るとともに児童生徒の情報モラル及びデジタル・シティズンシッ

プ（情報技術の利活用における適切で責任ある自主的な行動や意識）教育を含めた情報活用能

力の向上に関する指導内容の改善をあらゆる教育活動を通して、系統的・計画的に推進します。 
 

主な取組み 内容 

①情報モラル及びデジタル・

シティズンシップ教育の推

進 

教育活動全体を通じて一人一台タブレット端末の活用を進

め、情報モラル及びデジタル・シティズンシップ教育を重視

した情報活用能力の向上を図るとともに、情報教育の目的や

内容と各教科等の学習内容との関連付けを明確にしたり、校

種間の連携・接続することに配慮したりした、情報教育の指

導計画の改善を進めます。 

②デジタル環境を生かした主

体的な学習や協働的な学び

の展開 

これまでの教育実践の蓄積と、GIGAスクール構想により導

入された無線 LAN と一人一台タブレット端末の最適な融合を

図り、一人一人の児童生徒に個別最適な学びが実現するよう、

主体的な学習を展開して創造的な学びを推進しながら教科等

の学びを深め、デジタル環境を生かした協働的な学びを行う

等、指導方法の工夫改善に努めます。 

施策の方向性 
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③教職員の ICT活用能力や指

導力の向上 

ICT 利活用や情報セキュリティ等を含めた情報モラル及び

デジタル・シティズンシップ教育にかかわる教職員研修等の

充実により、情報教育の指導力向上を図るとともに、情報社

会の特性を理解し、ICT 機器等を安全に利用するための自己

調整能力及び自律できるように取組みを推進します。また、

学習活動の一層の充実を図るための視点から、授業改善に向

けて主体的・対話的で深い学び及び、多様な子どもたちの資

質・能力を育成するための個別最適な学びと協働的な学びの

実現に向け、教職員の ICT 活用能力や指導力を向上させるた

めの教職員研修を積極的に進めます。 
 

 

 

【基本施策（４）社会の変化に対応する教育の推進】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

「外国の人と友達にな

ったり、外国のことに

ついてもっと知ったり

してみたいと思います

か」に肯定的に回答し

た児童生徒の割合 

小学生:75.3％ 

府平均:74.2％ 

中学生:65.4％ 

府平均:66.8％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

外国語指導助手（ALT）

小学校・幼稚園への派

遣授業 

― ３以上 

ALT の授業について、学

期ごとのアンケート（評

価）を実施し、４段階評

価中３以上を目指す 

各年度 

外国語指導助手（ALT）

中学校への派遣授業 
― ３以上 

ALT の授業について、学

期ごとのアンケート（評

価）を実施し、４段階評

価中３以上を目指す 

各年度 

「学習の中で PC・タブ

レットなどの ICT 機器

を使うのは勉強の役に

立つと思いますか」に

肯定的に回答した児童

生徒の割合 

小学生:96.8％ 

府平均:95.2％ 

中学生:96.2％ 

府平均:92.1％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調査

における府平均以上を

目指す 

各年度 

情報教育研修参加教職

員数 

112人 

（Ｒ４） 
110人 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。  

施策に関する目標指標 
 



 

34 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

第４章 取り組む施策の方向性 

基本施策（５）教職員の資質能力と学校の教育力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●学校の教職員は従来から学習指導や生徒指導など幅広い業務を担っており、いずれの業務

においても、子どもの状況把握に努め、効果的な指導につなぐことができるよう取り組ん

できました。近年子どもを取り巻く環境が急激な変化を続けるなか、教育課題が複雑化・

困難化してきており、学校の教職員に求められる役割も多様化しています。一方で、教職

員の「働き方改革」の継続も重要な課題です。 

 ●保護者アンケートでは「学校に期待する教育や指導について学校は期待に応えてくれてい

ると思いますか」では、「そう思う」（7％）「どちらかといえばそう思う」（63％）と保護者

の７割が、「学校は期待に応えている」と回答しています。 

児童生徒アンケートでは、「どのような学校が良いと思いますか」では、「友達との関係を深

める」（49％）、「一人一人がわかりやすい授業が受けられる」（48％）、「多くの友達と協力し

たり競いあったりして自分の力をのばすことができる」（46％）の割合が高くなっています。 

「これからの京田辺市の学校の在り方」について、保護者アンケートと市民アンケートで

は、「集団の中で、多様な考え方にふれ、切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力

を伸ばす」（保護者 61％、市民 55％）、「児童生徒一人一人に目が行き届き、細やかな指導が

受けられる」（保護者 60％、市民 46％）の割合が高くなっています。 

 ●教職員研修について、教職員はその使命と責任を自覚し、職務の遂行に当たって、教育目

標の具現化のために、不断の研鑽によって自己の修養を図るとともに、主体的・組織的な

研修を通し、指導力の向上に努め、学校教育への期待に応えるよう努める必要があります。 

 ●学校の教育力の向上について、学校教育全般にわたって創意ある教育活動を展開し、子ど

もたちにとっては魅力ある学校、家庭及び地域社会からは信頼される学校を目指し、家庭

や地域社会との連携による学校の教育力の向上が求められます。 

●一部地域では、近年の宅地開発などによって学校規模の偏りが顕著になっており、今後を

見通した総合的な対応が喫緊の課題です。 

 ●安全・安心な教育環境の整備について、学校内外における安全の確保、経済面をはじめと

する様々な課題を抱える子どもたちへの支援など、ソフト面・ハード面ともに子どもが安

【施策の方針】 

教職に対する愛着と誇りをもち、豊かな人間性、広い社会性及び高い専門性を基盤とし

た実践的指導力をもった魅力ある優れた教師の確保と、多様な専門性を有する教職員体制

の構築を図り、学校教育全般にわたって創意ある教育活動を展開し、子どもたちにとって

は魅力ある学校、家庭及び地域社会からは信頼される学校を目指し、家庭や地域社会との

連携による学校の教育力の向上を図ります。 

また、学校内外における安全の確保、経済面をはじめとする様々な課題を抱える子ども

たちへの支援など、ソフト面・ハード面ともに子どもが安心・安全な環境で学ぶことがで

き、充実した生活が送れる教育環境の充実に努めます。 

現状と課題 
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全・安心な環境で学ぶことができ、充実した生活が送れる教育環境の実現が重要です。 

●子どもの貧困対策、いじめの防止やその対応等においても、学校と関係機関とが十分に連

携し、基本的人権の尊重に基づき、福祉と連携したきめ細やかな支援策がいっそう充実す

ることが望まれます。 

●増加傾向にある不登校児童生徒への対応や個別最適な学びの実現など、学校現場の負担が

さらに増していることから、学校・園の教育力の向上に結びつくような人的資源を十分に

投下・結集するなど、引き続き学校現場への手厚い支援が求められます。また、不登校児童

生徒へのアウトリーチ型の支援についても構想する必要があります。 

●通学路等安全対策について、通学路を取り巻く環境が変化し続けていることから、通学路

の現状を認識し、課題に対して迅速な対応が求められます。 

●学校施設の整備について、本市の幼・小・中学校の学校施設は、約 79％（延床面積）が建

築後 30年を超えており、今後も災害から子どもたちや地域の人々を守るために、計画的な

施設改修と日常管理を行っていく必要があります。 

 

 

 

１）教職員の使命と責任 

 

 教職員は、教育公務員としての使命と責任を自覚し、教育関係諸法令を遵守するとともに、

教職に対する愛着と誇りを持ち、豊かな人間性、広い社会性及び高い専門性を基盤とした実践

的指導力の向上に努めます。 

 

主な取組み 内容 

①幼児児童生徒や保護者との

信頼関係確立と自己の人間

性の向上 

教職員は、人権尊重の精神を貫き、人間の成長や発達につ

いて深い理解と教育的愛情を持ち、常に幼児児童生徒の内面

理解に努め、幼児児童生徒や保護者との信頼関係を確立する

とともに、広く社会とかかわり、学校内外を問わず、幅広い

人間関係を築くことによって、自己の人間性を豊かにするよ

うに努めます。 

②多様な価値観への対応とチ

ームとしての学校教育力の

向上 

教職員は、広い視野から社会の変化や時代のニーズを的確

に把握する感性を持ち、常に意識改革に努め、幼児児童生徒

や保護者の多様な価値観に適切に対応するとともに、教職員

相互の連携・協働体制の充実や業務改善を図り、組織として

の学校教育力を高めるように努めます。 

③教職員の資質能力向上と計

画的・継続的な教育実践、

教職員評価等の活用 

教職員は、豊かな見識と専門性に基づいた確かな指導力と

自ら学び続ける意欲を持ち、自己の資質能力の向上に努める

とともに、常に組織の一員としての自覚を持ち、計画的・継

続的な教育実践に取り組みます。また、教員が自らその教育

活動を見直し、資質や指導力を向上するために、教職員評価

等を活用します。 

施策の方向性 
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④幼児児童生徒の生命の安全

確保、個人情報の管理 

教職員は、幼児児童生徒の生命の安全に対する危機意識を

持って勤務することはもとより、個人情報にかかる文書等の

管理についても慎重にして適切に取り扱います。 

⑤学校園における働き方改革

の推進 

教職員の心身の健康管理に留意するとともに、事務負担軽

減を図るため、多様な専門性を有する教職員体制の構築等を

図り、学校園における働き方改革を着実に進めます。 

 

２）教職員研修 

 

 教職員は、職務の遂行に当たって、教育目標の具現化のために、不断の研鑽によって自己の

修養を図るとともに、主体的・組織的な研修を通し、指導力の向上に努め、学校教育への期待に

応えるよう努めます。 
 

主な取組み 内容 

①実践的指導力向上と研究成

果の発表 

校長は、年間研修計画を策定するとともに、校内研修組織

の活性化を図り、教職員の実践的指導力の向上と研修成果の

発表の機会の設定に努めます。 

②積極的・計画的な研修の受

講と実践 

教職員は、「京都府教員等の資質能力の向上に関する指標」

に基づき、ライフステージに応じた積極的・計画的な研修の

受講により、自己の指導力量を向上させるとともに、研修成

果を校内研修や教育実践に生かすように努めます。 

③教育課題を踏まえた研究活

動 

研究会等については、公教育の推進を基盤とし、教育委員

会との密接な連携のもとに教育水準の向上を図るため、教育

課題を踏まえた研究活動を進めます。 

 

３）学校の教育力の向上 

 

 学校教育全般にわたって創意ある教育活動を展開し、児童生徒にとっては魅力ある学校、家

庭及び地域社会から信頼される学校を目指し、教職員は、自己の資質能力の向上に努めるとと

もに、児童生徒に寄り添い、家庭や地域社会とつながり、学校の教育力の向上を図る取組みを

推進します。 
 

主な取組み 内容 

①開かれた学校づくり推進と

教育内容の質の向上（コミ

ュニティスクール） 

情報発信や学校評価、学校評議員制度、学校運営協議会制

度の積極的な活用を図り、開かれた学校づくりを推進すると

ともに、カリキュラム･マネジメントの実現による教育内容の

質の向上を図ります。 

②体罰やハラスメントの根絶 体罰やハラスメントの根絶に向けた教職員の意識改革と指

導方法の改善に努めます。 

③保幼小中連携の向上と魅力

ある教育活動の推進 

保幼小中の連携を向上させるとともに、各学校・園での魅

力ある教育活動を推進します。 
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４）安全・安心な教育環境の整備 

 

 学校園内外における安全の確保、経済面をはじめとする様々な課題を抱える子どもたちへの

支援等、ソフト面・ハード面ともに教育環境の整備を推進し、子どもが安全・安心な環境で学ぶ

ことができ、充実した生活がおくれる教育環境の整備・充実に努めます。 

 

主な取組み 内容 

①いじめの防止・早期発見・

早期解決 

「いじめ防止基本方針」に基づき、情報共有と組織的対応に

努め、いじめの未然防止、早期発見・早期解決を図るとともに、

児童生徒が様々なサポートを享受できる体制を充実させま

す。 

また、背景となる自他を大切にするための道徳教育や人権

教育の取組みを推進します。 

②不登校児童生徒の相談体制

と教育相談活動の充実 

不登校児童生徒については、社会的自立を目指す観点から、

専門家の活用による各校の相談体制と日々の教育相談活動を

充実させます。 

加えて、未然防止と不登校児童生徒が主体的に社会的自立や

学校復帰に向かうことができる多様な学びの場を確保するた

め、教育支援センターに専任職員等の配置を行い、学校、関係機

関等との連携による総合的な支援体制の構築を図り、関係機関

や関係部局及び、保幼小中連携により、乳幼児期からの個々の状

況について情報共有を行い、継続的な支援を進め、課題解決に努

めます。また、個別学習や訪問支援（アウトリーチ）による教育

相談等を通して、自己肯定感の向上や学力保障に努めます。 

③等しく教育を受ける福祉制

度と就学援助等の支援 

子どもたちが等しく教育を受けることができるよう福祉制

度に加え、就学援助等、様々な伴走型支援を行います。（医療

的ケア児等対策、ヤングケアラー・福祉機関連携） 

④学校園施設・設備の適切な

点検と計画的な整備 

学校園施設・設備の適切な点検及び計画的な整備を促進し、

安全で安心して学べる教育・学習環境を提供します。 

⑤通学路の安全確保や安全教

育の推進 

家庭・地域・学校・関係機関と連携し、幼児児童生徒の通学

路等の安全確保や安全教育の推進に努めます。 

⑥災害や感染症が発生した場

合の教育の継続 

大きな災害や感染症が発生した場合であっても、幼児児童

生徒の学びを止めず、指導の工夫により充実した教育の継続

に努めます。 

④教育相談体制の充実 教育相談体制を充実させ、一人一人の児童生徒が持つ課題に

ついて、望ましい在り方を助言することにより、児童生徒それ

ぞれの発達に即して、好ましい人間関係を育て、生活によく適

応させ、自己理解を深めさせ、人格の成長への援助を図ります。 

⑤市立学校間における生徒

数の偏在解消に向けた取

組みの推進 

京田辺市学校教育審議会の審議を踏まえ、市立学校間におけ

る生徒数の偏在解消に向けた取組みを進めます。 
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【基本施策（５）教職員の資質能力と学校の教育力の向上】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

「困りごとや不安があ

るときに、先生や学校に

いる大人にいつでも相

談できますか」に肯定的

に回答した児童生徒の

割合 

小学生:66.1％ 

府平均:65.5％ 

中学生:65.5％ 

府平均:65.6％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況

調査における府平均

以上を目指す 

各年度 

「授業研究や事例研究

など、実戦的な研修を行

っていますか」に肯定的

に回答した割合 

― 府平均以上 

全国学力・学習状況

調査における府平均

以上を目指す 

各年度 

「個々の教員が自らの

専門性を高めるため、校

外の各教科等の教育に

関する研究会等に定期

的・継続的に参加してい

ますか」肯定的に回答し

た割合 

― 府平均以上 

全国学力・学習状況

調査における府平均

以上を目指す 

各年度 

教員の時間外勤務の縮

減率 
― 45.0％ 

第２期京都府教育振

興プラン推進方策４

目標指標 No.14 を目

指す 

令和 

7年度 

学校運営協議会の開催

回数 

2回 

（Ｒ４） 
3回 

過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

不登校児童生徒数 

小学校：51人 

中学校：87人 

（Ｒ４） 

前年度以下 
不登校児童生徒数の

減少を目指す 
各年度 

小学校・中学校就学援助

費支給率 

小学校：100％ 

中学校：100％ 

（Ｒ４） 

100％ 
過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

学校配分予算の執行率 

小学校：95％ 

中学校：95％ 

（Ｒ４） 

95％ 
過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

小学校・中学校健康診断

受診率 

小学校：98.3％ 

中学校：96.8％ 

（Ｒ４） 

95％ 
過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

施策に関する目標指標 
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学校施設長寿命化改修

工事実施校舎数 

小学校：2棟 

中学校：0棟 

（Ｒ５） 

小学校：12棟 

中学校： 3棟 

(Ｒ6～Ｒ13） 

京田辺市学校施設長

寿命化計画を基に想

定される令和６年度

から令和 13年度まで

の計画着工校舎棟数

（体育館含む） 

令和 

13年度 

学校施設包括管理の導

入 
― 導入 

令和６年度の導入を目

指す 

令和 

6年度 

通学路安全推進会議の

開催数 

1回 

（Ｒ４） 
2回 

過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

安全対策実施箇所数（通

学路等安全対策事業） 

9箇所 

（Ｒ４） 
9箇所 

通学路安全プログラ

ムに掲上されている

箇所の対策数を目指

す 

各年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。 
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基本方針２ 心豊かに明日を拓く学びあい 
 

基本施策（１）生涯学習社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●人生 100年時代を見据えて、人生を豊かに暮らしていくためには、生涯にわたって学びを継続

していく必要性が高まっており、それぞれのライフステージに応じた学びの機会を提供するこ

とが重要です。また、一人一人の学びだけでなく、学習を通じたつながりづくりや地域におけ

る活動へと生かすことで、地域コミュニティの活性化にもつながります。 

 ●市民アンケートでは、「あなたが最も理想的な生活を実現するために特に必要だと思うこと」

は、「仕事と生活のバランスがとれていること」（41％）、「家族と良好な関係にあること」（34％）、

「心身の健康が良好であること」（34％）が高くなっています。「今後どのようなことを学びた

いと思いますか」では、「健康増進に関するもの（健康体操やウォーキングなど）」（45％）、「趣

味や芸術に関するもの（日曜大工や美術、音楽など）」（35％）、「生活設計に役立つ知識に関す

るもの（社会保障制度や金融など）」（33％）といった学びのニーズが高くなっています。 

現代的課題についての市民の認識に関連して、「京田辺市の子どもたちが成長していくうえで、

最近社会で問題だと感じること」について、市民アンケートでは「SNS やスマートフォンのト

ラブル」（45％）、「いじめや不登校の増加」（35％）が高くなっています。保護者アンケートで

は、「SNSやスマートフォンによるトラブル」（61％）、「インターネット上での有害情報の多さ」

（38％）が高くなっています。 

 ●生涯学習の推進について、市民一人一人の学びを通した自己実現や地域のつながりの形成、地

域社会での学習成果の活用に取り組むことができる生涯学習社会の実現に向けた取組みが求

められます。新型コロナウイルスの影響で市民の交流機会が減っている中で、市民が交流する

ことの重要性が一層増しています。市民とともに知恵を出し合いながら、ICT なども活用して

新たな交流のネットワークを構築し、学びの場を作っていくことが必要です。 

●現代的課題等に関する学習活動の推進について、国際理解、環境問題、健康福祉、危機管理、

デジタル・シティズンシップ等の現代的課題に関する学習の充実が必要です。 

●社会教育関係団体等との連携と協力について、市民の生涯学習の充実や地域社会の形成を図る

上で重要な役割を担っている関係団体の自主性を尊重しつつ、主体的な活動ができるように育

成と支援に努め、連携・協力を図る必要があります。各団体や地域の指導者等の人材の活用に

は、これまで地域の活動を支えてきた世代の高齢化に対応して、地域指導者の世代交代や新た

な人材の発掘、育成を急ぐ必要があります。 

●社会教育施設・設備の総合的な活用について、生涯学習の拠点施設として、その機能が十分発揮さ

れるよう各施設の特性や市民の学習ニーズに対応した総合的な活用を促進する必要があります。  

【施策の方針】 

市民一人一人が、自己の人格を磨き、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所に

おいて学習することができ、その学びを通し、それぞれの幸せや生きがいを感じることが

できるとともに、自己実現や地域のつながりの形成、地域社会での学習成果の活用に取り

組むことができる社会の実現に努めます。 

現状と課題 
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１）生涯学習の推進 

 

 第３次京田辺市生涯学習推進基本計画に基づいて、市民一人一人の学びを通した自己実現や

地域のつながりの形成、地域社会での学習成果の活用に取り組むことができる生涯学習社会の

実現に努めます。 
 

主な取組み 内容 

①情報提供と相談活動の充実 市民の自発的な学習活動を支援するため、情報提供と相談

活動の充実に努めます。 

②地域学校協働活動の推進 学校及び地域の人的・物的資源の積極的活用により、地域

学校協働活動を推進し、地域の活性化と学習機会の充実を図

ります。 

③大学・学研施設等の人的・

物的資源の有効活用と人材

バンクの活用促進 

大学や学研（関連）施設等の高度で豊富な人的、物的資源

の有効活用に努めるともに、社会教育士・人材バンクの活用

促進やネットワーク化を図ります。 

④ボランティア人材の育成と

学習成果を生かす機会充実 

ボランティア人材の育成に努め、その学習の成果を生かす

機会の充実を図ります。 

⑤生涯学習推進協力員制度の

見直し検討 

市民の生涯学習活動を一層推進するため、各地域における

生涯学習の核となる生涯学習推進協力員の制度見直しに向け

た検討を行います。 

 

 

２）現代的課題等に関する学習活動の推進 

 

 国際理解、環境問題、健康福祉、危機管理、デジタル・シティズンシップ等の現代的課題に関

する学習活動を充実します。 
 

主な取組み 内容 

①社会教育・学校教育の連携に

よる事業・学習機会の充実 

社会教育・学校教育の連携による事業や学習機会の充実を

図ります。 

②現代的課題に関する学習機

会の提供 

国際理解、環境問題、薬物問題、情報モラル、男女共同参

画の推進、青少年健全育成、高齢者の社会参加活動等に関す

る学習機会を提供します。 

③各関係機関、団体等との連

携 

多様な現代的課題に対応するため、各関係機関・団体等と

の連携に努めます。 

  

施策の方向性 
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 社会教育関係団体は、市民の生涯学習の充実や地域社会の形成を図る上で重要な役割を担っ

ています。そのため、団体の自主性を尊重しつつ、主体的な活動ができるように育成と支援に

努め、連携・協力を図ります。 
 

主な取組み 内容 

①社会教育関係団体の指導者

育成 

社会教育関係団体の指導者を育成するため、研修機会の充

実や情報提供に努めます。 

②関係機関・団体等の交流促

進 

社会教育活動の推進を図るため、関係機関・団体間の交流

促進に努めます。（大学等との連携による学習環境整備） 

 

 

４）社会教育施設・設備の総合的な活用 

 

 生涯学習の拠点施設として、その機能が十分発揮されるよう各施設の特性や市民の学習ニー

ズに対応した総合的な活用を促進し、生涯学習推進体制の充実を図ります。 
 

主な取組み 内容 

①各施設連携による機能向上

・充実 

市民の学習ニーズに応える情報の提供や学習機会の充実

等、市民サービスの向上に努め、各施設が連携してその機能

の向上・充実に努めます。 

②市民の主体的活動等に対応

できる施設整備と活用促進 

生涯にわたる学習機会の充実を図るとともに、市民の主体

的な活動等に対応できる施設の整備と活用の促進に努めま

す。 

③中央公民館・住民センター

等での各種講座開催と生涯

学習の担い手人材育成講座

開催 

中央公民館や住民センター等においては、生涯学習のきっ

かけづくりとして趣味的な教室や現代的課題をテーマにした

教養的な講座を開催し、学習活動を通して知識や技能の向上

と地域社会への参加促進に努めます。 

また、講座受講者が生涯学習推進の担い手となれるよう、

人材育成も目的とした講座を行うことにより、生涯学習事業

の推進を図ります。 

④図書館での資料の充実と提

供 

図書館においては、人と資料・情報との出会いの場として、

資料の充実と提供に努めます。 

⑤社会教育施設の課題やニー

ズへの対応と今後の在り方

検討 

社会教育施設の今日的な課題や市民ニーズへの対応などの

把握を行うとともに、今後の本市における社会教育施設の在

り方について検討を進めます。 

  

３）社会教育関係団体等との連携と協力 
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【基本施策（１）生涯学習社会の実現】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

これまで生涯学習活動

を行ったことがある人

の割合 

76.1％ 

（Ｒ３） 
85.0％ 

京田辺市生涯学習推進

基本計画に定める目標

値を目指す 

令和 

13年度 

学習活動を通じて身に

つけた知識や技能につ

いて、地域や他の人の

ために生かしてきた人

の割合 

34.9％ 

（Ｒ３） 
43.0％ 

京田辺市生涯学習推進

基本計画に定める目標

値を目指す 

令和 

13年度 

人材バンク派遣数 
29件 

（Ｒ４） 
45件 

現状値より増加を目指

す 

令和 

13年度 

京たなべ・同志社ヒュー

マンカレッジ開催回数 

5回 

（Ｒ４） 
5回 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

中央公民館講座開催回

数 

143回 

（Ｒ４） 
150回 

現状値より増加を目指

す 
各年度 

分館公民館負担金支給

率 

100％ 

（Ｒ４） 
100％ 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

図書館講座開催回数 
37回 

（Ｒ４） 
75回 

現状値より増加を目指

す 

令和 

13年度 

図書館図書貸出冊数 
803,587冊 

（Ｒ４） 
850,000冊 

現状値より増加を目指

す 

令和 

13年度 

  

施策に関する目標指標 
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基本施策（２）人権教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●すべての市民が人権尊重の理念についての正しい認識を持ち、差別や偏見がなく、多様性

を認め合う社会の実現が求められます。社会の変化や一人一人の意識の変化等を反映して、

同和問題、障がい者等の人権に関する問題のほか、多様な性への理解といった新たな問題

が顕在化するなど、人権問題は多様化・複雑化する傾向にあります。このような中、市民の

人権意識向上のため、引き続き、総合的に人権教育に取り組むことが必要です。 

 ●市民アンケートでは、「人権問題についてどの程度関心がありますか」は「子どもの人権問

題」が、「非常に関心がある」「ある程度関心がある」を合わせて 82％が関心があると答え

ています。次いで「障がいのある人の人権問題」（79％）、「職業や雇用をめぐる人権問題（セ

クシャルハラスメント、パワーハラスメントなどを含む）」（77％）について関心が高くな

っています。 

「人権問題の解決に向けた行政の取組みについて」の認知度は、「新聞・テレビ・ラジオに

よる広告」が、「よく見聞きする」「たまに見聞きする」を合わせて 61％となっています。

次いで「広報紙、啓発冊子、教育教材」（51％）、「街頭での啓発や啓発ポスターの掲示」（48％）

が認知度が高くなっています。 

 ●人権教育の推進については、人権という普遍的文化の構築を目標とした「第２次京田辺市

人権教育・啓発推進計画（改訂版）」を踏まえ、一人一人の尊厳と人権が尊重され、だれも

が自分らしく生きることのできる社会の実現に向け、生涯にわたりあらゆる場や機会を通

じて、人権尊重の理念や同和問題（部落差別）などさまざまな人権問題についての正しい

理解と認識を深めるとともに、実践につながる主体的な学習活動が進められることが重要

です。 

●人権に関する多様な学習活動の充実では、社会教育が果たすべき役割の重要性を認識し、

男女共同参画の推進や、ハラスメント・ネットトラブルや虐待等の現代的な人権課題の解

決に向けた多様な学習機会の充実が必要です。 

 

  

【施策の方針】 

一人一人の尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる社会の実現

に向け、学校教育をはじめ生涯にわたりあらゆる場や機会を通じて、人権尊重の理念や同

和問題（部落差別）など様々な人権問題についての正しい理解と認識を深めるとともに、

実践につながる主体的な学習活動の促進に努めます。 

現状と課題 
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１）一人一人の尊厳を大切にする人権教育の推進 

 

 人権という普遍的文化の構築を目標とした「第２次京田辺市人権教育・啓発推進計画（改訂

版）」を踏まえ、一人一人の尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることのできる社

会の実現に向け、生涯にわたりあらゆる場や機会を通じて、人権尊重の理念や同和問題（部落

差別）などさまざまな人権問題についての正しい理解と認識を深めるとともに、実践につなが

る主体的な学習活動の促進に努めます。 

 

主な取組み 内容 

①人権学習の学習機会の充実 生涯学習の視点に立って、生命の尊さ、個性の尊重、他の

人との共生等の人権尊重の理念について理解と認識を深める

学習機会の充実を図ります。 

②生活の場での人権問題の解

決に向けた学習活動の促進 

身近な生活の場における、あらゆる人権問題の解決に向け

た学習活動を促進するとともに、人権尊重を日常生活の習慣

として身に付け、実践できる態度を培う取組みを推進します。 

③人権三法の理念に基づく人

権教育の推進 

人権教育の推進に当たっては、「部落差別解消推進法」「障

害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解消法」の人権三法に示さ

れた理念のもと、差別のない社会を実現することを目指して、

人権問題の解決に取り組みます。 

 

 

２）人権に関する多様な学習活動の充実 

 

 社会教育が果たすべき役割の重要性を認識し、男女共同参画の推進や、いじめ・ネットトラ

ブルや虐待等の現代的な人権課題の解決に向けた多様な学習機会の充実に努めます。 

 

主な取組み 内容 

①学校・地域・家庭及び関係団

体と連携した人権に関する

多様な取組み 

人権尊重の心を培うため、学校、家庭、地域社会及び関係

諸機関・団体と連携した取組みを推進します。 

②学習内容や方法の工夫改善 人権に関する学習活動を効果的に推進するため、地域の実

情を踏まえ、各種人権学習資料を活用し学習内容や方法の工

夫改善に努めます。 

③社会教育関係職員や指導者

に対する研修の充実 

社会の多様性に配慮した人権に関する学習活動の活性化を

図るため、社会教育関係職員及び社会教育関係団体指導者が

様々な人権問題についての理解と認識を深めるため研修の充

実に努めます。 

施策の方向性 
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【基本施策（２）人権教育の推進】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

「ハートフルフェスタ」

の参加人数 

60人 

（Ｒ４） 
80人 

現状値より増加を目指

す 
各年度 

人権に関する作品展出

品数 

441点 

（Ｒ４） 
400点 

過去の実績と同水準の

維持を目指す 
各年度 

 

  

施策に関する目標指標 
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基本施策（３）家庭・地域社会の教育力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●少子化、核家族化や共働き家庭の増加など、子育て家庭を取り巻く状況が変化しており、学

校と家庭、地域社会との連携・協力により、地域全体での教育を充実することが重要となっ

ています。 

 ●児童生徒アンケートでは、「地域の大人は困ったことがあった時に助けてくれると思います

か」は、「助けてくれると思う」（64％）が６割を超えています。保護者アンケートでは、「子

どもの健全育成のために地域住民に期待すること」は、「普段から地域の子どもに声をかけ

る」（55％）、「子どもの安全・見守り活動など健全育成に関する活動に関わる」（45％）、「悪

いことをしている子どもには注意をする」（39％）が高くなっています。市民アンケートで

は、「子どもの健全育成のために地域で力を入れて取り組むべきこと」は、「子どもが安全

安心に過ごせるように見守る」（53％）、「地域全体で子どもを育てていこうという共通の意

識を住民が持つ」（50％）、「子どもたちへのあいさつや声かけなどを日常的に行う」（48％）

が高く、保護者の期待にほぼ対応する回答となっています。 

 ●家庭の教育力の向上については、すべての教育の出発点である家庭教育の重要性と役割を

明確にし、家庭の教育力の向上を図るために、地域や学校、関係機関・団体等と連携した取

組みを進めることが重要です。 

 ●地域社会の教育力の向上と青少年の健全育成については、地域社会は地域の人々が互に思

いやり、助け合いながらつながりを持つ場であるとともに、新しい時代を切りひらく力の

あるたくましい青少年を育成する場でもあります。次代を担う子どもを育てるために、地

域社会の教育力を高め、地域全体で子どもを健やかにはぐくむ環境づくりを進めることが

求められます。地域の全ての人たちの絆を深め、コミュニティの形成と誰もが安全・安心

に暮らせる地域づくりの活動を、学校、家庭と連携しながら進めることが重要です。 

 ●近年、共働き世帯が増加していることから、放課後等の子どもたちの安全で健やかな居場

所づくりのニーズが高まっています。「留守家庭児童会」や地域学校協働活動の推進により、

家庭、地域、学校が連携した、子どもたちにとって安全で健やかな居場所をつくり、児童の

自主性を尊重しつつ、基本的な生活習慣や態度を養い、豊かな人間性を身に付けるよう育

成することが必要です。 

  

【施策の方針】 

すべての教育の出発点である家庭の教育力の向上と、地域社会の教育力を高め、地域全

体で子どもを健やかにはぐくむとともに、地域の全ての人たちが、その絆を深め、人々が

互いに思いやり、助け合いながら暮らすことのできる地域づくりを進めます。 

現状と課題 
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１）家庭の教育力の向上 

 

 すべての教育の出発点である家庭教育の重要性と役割を明確にし、家庭の教育力の向上を図

るための活動を推進するとともに、地域や学校、関係機関・団体等と連携した家庭教育の総合

的な振興を図ります。 

 

主な取組み 内容 

①家庭学習に関する学習機会

の充実 

生命を大切にする心、相手を思いやる心等豊かな心をはぐ

くむ家庭の教育力を高めるため、家庭教育に関する学習機会

の充実に努めます。 

②家庭教育や青少年問題の学

習会や交流・相談活動推進 

家庭教育や青少年問題について、各種情報の提供に努める

とともに、学習会や交流・相談活動の推進を図ります。 

③基本的生活習慣の確立や豊

かな心の育成のための取組

み 

子どもの将来にわたる心身の健康と豊かな人間性をはぐく

むため､｢子育て理解講座」や「地域子育て井戸端会議」等の

事業を推進し、基本的な生活習慣の確立や豊かな心の育成の

ための取組みを推進します。 

④家庭における読書習慣の重

要性の理解促進 

子どもが生涯にわたる読書習慣を身に付けることができる

ように、「京田辺市子ども読書活動推進計画」に則り、家庭に

おける読書習慣の重要性について理解を促進します。 

⑤家庭教育に関する支援の充

実と指導者の養成 

家庭教育に関する資料の活用や、支援する取組みの充実に

努めるとともに、指導者等の養成を図ります。 

 

 

２）地域社会の教育力の向上と青少年の健全育成 

 

 地域社会は地域の人々が互いに思いやり、助け合いながらつながりを持つ場であるとともに、

新しい時代を切りひらく力のあるたくましい青少年を育成する場でもあります。このことから

地域社会の教育力を高め、課題の解決に向けた様々な体験や交流活動を総合的に推進します。

また、次代を担う子どもを育てるために、地域全体で子どもを健やかにはぐくむ環境づくりの

支援に努めます。地域の全ての人たちの絆を深め、コミュニティの形成と誰もが安全・安心に

暮らせる地域づくりの活動を学校、家庭と連携しながら推進します。 
 

主な取組み 内容 

①分館公民館の活用による居

場所づくり 

分館公民館の積極的な活用で、青少年や地域の様々な人たち

が交流を深め、誰もが安全・安心に過ごせる居場所づくりに努

めます。 

施策の方向性 
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②青少年の社会参加促進のた

めのボランティア機会等の

充実 

青少年の社会参加を促進するため、様々な人々との交流で、

協調することや人の役に立つことを実感できるボランティア

等の機会の充実を図ります。 

③様々な活動での子どもたち

の役割付与とリーダー育成 

様々な活動の中で、すべての子どもに、発達段階に応じた

役割を与える工夫をするとともに、リーダーの育成に努めま

す。 

④指導者の発掘と養成や資質

向上 

青少年団体及び青少年健全育成団体や関係機関、団体との

連携強化を図り、指導者の発掘と養成や資質向上を図り、そ

の活用を推進します。 

⑤新成人に対する社会参画の

促進 

18 歳に達する市民に対し、新成人を祝福する機会を通し

て、成人としての自覚と地域への愛着心を培うとともに、積

極的な社会参加を促進します。 

 

 

３）放課後等の子どもたちの安全・安心な居場所づくりの推進 

 

 仕事等により家庭に保護者がいない児童を対象とした「留守家庭児童会」や、全ての児童を

対象とした地域学校協働活動の推進により、家庭、地域、学校が連携した、子どもたちにとって

安全・安心な居場所をつくり、児童の自主性を尊重しつつ、基本的な生活習慣や態度を養い、豊

かな人間性を身に付けるよう育成します。 
 

主な取組み 内容 

①留守家庭児童会運営の充実 「留守家庭児童会」においては、各児童会の目標・ルール

や１日の流れを定める等、運営の充実に努め、児童の健やか

な成長を図るとともに、児童や保護者の視点に立った環境の

整備及び質の向上に努めます。 

②子どもが自主的な活動がで

きる場所の提供（学習活動

や地域住民との交流活動） 

地域の方々の参画を得ながら、地域学校協働活動を展開し、

学習活動や地域住民との交流活動等子どもたちに自主的な活

動ができる場所の提供を行います。 
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【基本施策（３）家庭・地域社会の教育力の向上】 

項目 現状値 目標値 目標設定の説明 
達成度 

の確認 

「今住んでいる地域の行

事に参加していますか」

に肯定的に回答した児童

生徒の割合 

小学校:58.3％ 

府平均:58.6％ 

中学校:39.0％ 

府平均:37.6％ 

（Ｒ５） 

府平均以上＊ 

全国学力・学習状況調

査における府平均以

上を目指す 

各年度 

地域や社会で活動に参加

したいと思う人の割合 

57.9％ 

（Ｒ３） 
68.0％ 

京田辺市生涯学習推

進基本計画に定める

目標値を目指す 

令和 

13年度 

地域・学校パートナーシ

ップ事業開催回数 

23回 

（Ｒ４） 
27回 

全小学校（９校）で３

回開催を目指す 

令和 

13年度 

放課後子ども教室事業開

催校区数 

2校区 

（Ｒ４） 
9校区 

全小学校区（９校）で

開催を目指す 

令和 

13年度 

地域子育てセミナー開催

回数 

2回 

（Ｒ４） 
9回 

全小学校（９校）で年

1 回の開催を目指す 

令和 

13年度 

子育て理解講座開催回数 
3回 

（Ｒ４） 
3回 

全中学校（３校）で年

1 回の開催を目指す 
各年度 

地域子育て井戸端会議 

開催回数 

6回 

（Ｒ４） 
6回 

過去の実績と同水準

の維持を目指す 
各年度 

留守家庭児童会開設箇所

数 

10箇所 

（Ｒ４） 
10箇所 

現在の児童会数をも

とに安定的に、児童の

受入れ体制の確保を

目指す 

令和 

13年度 

＊現状値が「府平均」を超えている項目においては、引き続き現状の水準の維持・向上を目指します。 

 

  

施策に関する目標指標 
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基本施策（４）文化・スポーツの振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 文化・スポーツの施策については、市長が実施する事業等と一体的な事業展開を行うことで、

より効果的に諸施策を推進することを目的として、令和２年度(2020)に実施された行政組織改

編により、これまで教育委員会が所管してきた文化財の保護を含む文化に関する事務及びスポ

ーツに関する事務を、市長が管理し、及び執行していくこととなりました。 

 教育委員会では、文化・スポーツ振興など、本計画と関連する各分野の個別計画である「京田

辺市文化振興計画」及び「京田辺市スポーツ推進計画」と整合を図りながら、総合的に教育の振

興を推進するため、今後も文化・スポーツの振興を目的とする事業と積極的に連携・協力して

いくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方針】 

豊かな歴史や風土の中で受け継がれ、市民の多様な活動を通じてはぐくまれてきた本市

の有形無形の文化を市民共通の財産として生かし、未来へ継承するとともに、京田辺らし

い文化を創造します。さらに、こうした文化活動を通じて生き生きとした市民生活の構築

を図り、心豊かな人間性をはぐくみます。 

また、市民の誰もが、いつでも、どこでもその年代や体力などライフステージに応じた

スポーツ活動を通して、健康で豊かな人生を築き、生きがいと喜びを感じながら、地域社

会の一員として活動できる環境づくりを目指します。 
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第５章 計画の推進に向けて 

１ 計画の周知と情報発信 

 

本計画の基本理念、目指すべき姿の実現のためには、市民の理解と協力が不可欠です。その

ため、今後８年間の本市教育が目指すべき施策の方向性とその主な取組みについて、ホームペ

ージ等さまざまな媒体を活用し、市民へわかりやすい説明と情報提供に努め、計画内容の周知

を図ります。 

 

２ 計画の進捗管理 

 

本計画は、本市の教育の振興のための施策に関する基本的な計画です。 

このため、施策に連なる「主な取組み」については、「目標指標」を設け、これに基づき進め

ていきます。 

計画の進捗管理にあたっては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、毎年度、

本計画に基づく施策の実施状況や目標指標の状況について、専門的知見を有する第三者による

点検及び評価を実施し、次年度への取組みにつなげることで計画の円滑な推進に努めるととも

にそれらを公表することで市民に対する説明責任を果たしていきます。 

なお、急激な時代の変化や新たな教育課題にも対応するため、まちづくりプランの期間に合

わせ、令和９年度(2027)に中間評価を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・指標に基づく客観的評価 

・PDCA（計画・実行・評価

・改善）サイクルに基づ

く見直し 

進捗状況の点検・評価と 
見直しの仕組み 

 
（教育委員会事務の点検・評価） 

京田辺市教育振興基本計画 

基本理念 

基本方針 

基本施策 

施策の方向性 

主な取組み 

施策の方針 
施策に関する 
目標指標 

 

点検・評価 

主要事業実績調査 

点検・評価 
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１ 用語解説 
 

 

用語 解説 頁 

【アルファベット】 

ALT 外国語を母国語とする外国語指導助手（Assistant Language 

Teacher の略称）のこと。 

P32、33 

DX Digital Transformationの略で、デジタル技術によって、ビジネ

スや社会、生活の形・スタイルを変革すること。 

P7、31 

GIGA スクール

構想 

Society 5.0 時代に生きる子どもたちの未来を見据え、ICT環境

の自治体間格差をなくし、全国一律で児童生徒向けの一人一台学

習用端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備する

構想。GIGAは、Global and Innovation Gateway for Allの略。

「全ての児童・生徒のための世界につながる革新的な扉」を意味

する。 

P8、11、32 

ICT 情報通信技術（Information and Communication Technology の

略）のこと。IT（情報技術）よりも情報や知識の共有・伝達とい

ったコミュニケーションに重きを置いている。 

P5、7、8、 

11、17、31、

33、40 

SNS Social Networking Serviceの略で、スマートデバイス等を用い

て、インターネット上の交流（コミュニケーション）を通して社

会的ネットワーク（ソーシャル・ネットワーク）を構築するサー

ビスのこと。 

P6、40 

Society5.0 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度

に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両

立する、人間中心の社会（ Society）のこと。狩猟社会

（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、

情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指すもの。 

P8 

【あ行】 

生きる力 予測困難な社会の変化に主体的にかかわり、感性を豊かに働かせ

ながら、どのような未来を創っていくのか、どのように社会や人

生をよりよいものにしていくのかという目的を自ら考え、自らの

可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力の

こと。知(確かな学力)・徳(豊かな人間性)・体(健康・体力)のバ

ランスのとれた力と表される。 

P16、17、18 

いじめ 児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している

等当該児童生徒と一定の人的関係のある他の児童生徒が行う心

理的又は物理的な影響を与える行為(インターネットを通じて行

われるものも含む。)であって、当該行為の対象となった児童生

徒が心身の苦痛を感じているもの。(いじめ防止対策基本法) 

P6、11、25、

26、35、37、

40、45 
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医療的ケア児 人工呼吸器や胃ろう等により、喀痰吸引や経管栄養等の医療的ケ

アを日常的に必要とする障がい児。本市は義務教育就学前後の子

どもたちを一体的にとらえ、市と教育委員会で統一した考え方で

医療的ケア児の受入れを行っていくこととし、「京田辺市医療的

ケア児ガイドライン」(令和 4年(2022)12月)を策定した。 

P37 

インクルーシ

ブ教育 

障がいのある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、地

域社会の一員として、豊かに生きることができるように、障がい

のある者と障がいのない者が共に学ぶこと。 

P18 

ウェルビーイ

ング 

Well-beingは、well(よい)と being(状態)からなる言葉。身体的・

精神的・社会的に良い状態にあるという包括的な幸福として、短

期的な幸福のみならず、生きがいや人生の意義など将来にわたる

持続的な幸福を含むものをいう。 

P7 

【か行】 

学習指導要領 学校教育法施行規則で規定されている学校教育における教育の

内容及び方法について、国が定める教育課程の大綱的基準。 

P8、16、17、

24 

カリキュラム

マネジメント 

子どもや学校、地域の実態を踏まえて各学校が設定する学校教育

目標を実現するために、学習指導要領に基づき教育課程(カリキ

ュラム)を編成し、それを実施・評価し、改善を図る一連のサイ

クルを計画的・組織的に推進していくこと。 

P8、36 

教育支援セン

ター 

学校に行きにくい児童生徒のためのもう一つの居場所として設

置され、個別の学習支援や小集団活動などを行い、その子に応じ

た支援を行う。また、不登校未然防止の観点から、保護者や児童

生徒の相談に臨床心理士が対応する教育相談活動も行っている。 

P11、37 

キャリア教育 一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や

態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育のこと。キ

ャリアとは「人が、生涯の中で様々な役割を果たす過程で、自ら

の役割の価値や自分と役割との関係を見いだしていく連なりや

積み重ね」のこと。 

P17 

教育相談 不登校、いじめや友達関係の不安、心身の発達についての気がかり、

学習の遅れや学習の仕方、生活習慣や生活態度など、様々な悩みを

抱える児童生徒や保護者を対象に、個別に行う相談のこと。 

P11、37 

協働的な学び 探究的な学習や体験活動などを通じ、子ども同士で、あるいは地

域の方々をはじめ多様な他者と協働しながら、あらゆる他者を価

値のある存在として尊重し、様々な社会的な変化を乗り越え、持

続可能な社会の創り手となることができるよう、必要な資質・能

力を育成する学びのこと。 

P8、13、16、

17、32、33 

個別の教育支

援計画 

障がいのある児童生徒の一人一人のニーズを正確に把握し、教育

の視点から適切に対応していくという考えのもと、長期的な視点

で乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して的確な教育的

支援を行うことを目的とする計画。 

P18 

コミュニティ・

スクール 

学校運営協議会制度により、学校と保護者や地域住民が協働しな

がら学校の運営に取り組む「地域とともにある学校」づくりを進

める仕組み。「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基

づく。 

P9、36 
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用語 解説 頁 

【さ行】 

就学相談 特別な支援が必要な子どもたちの就学に関する相談を行うこと。

教育や医療、心理等の専門家が、保護者との面接や子どもたちの

行動観察を行った上で、障がいの種類や発達の状況に応じ、能力

や可能性を最大限に伸ばすことに最も適した学びの場について

検討し、一人一人に合った就学先・教育の場の情報を保護者に伝

える。 

P18 

就学前教育 保育所(園)・幼稚園・認定こども園などにおいて提供される就学

以前の教育・保育。 

P12、16、19 

主体的・対話的

で深い学び 

学習指導要領に位置付けられている、児童生徒に必要な資質・能

力をはぐくむために、学びの質に着目し、授業改善の取組を活性

化していく視点。「主体的な学び」は、自身が課題を設定し、学

びの意義や目的を見出し、自己実現を図る学び。「対話的な学び」

は、複数の人々がお互いに意見を出し合い、課題解決に向けた共

同作業を進める学び。「深い学び」は、現象や事象の本質的な理

解を深め、高次の思考力を育成する学び。 

P8、17、31、

33 

生涯学習社会 豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あら

ゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成

果を適切に生かすことのできる社会。 

P12、15、40、

41、43 

スクールカウ

ンセラー 

臨床心理士等の資格をもち、小・中学校に配置され、児童生徒の

カウンセリング及びそれらに関する教職員や保護者への助言や

援助等の職務を行う。 

P11 

ゼロカーボン

シティ 

令和 32 年(2050)に CO2 の排出量を実質ゼロにすることを目指す

旨を公表した自治体のこと。令和 3年(2021)2 月に京田辺市はゼ

ロカーボンシティへの挑戦を宣言した。 

P24 

全国学力・学習

状況調査（全国

学力テスト） 

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な

児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育及び教育施策の

成果と課題を検証し、その改善を図ることを目的として文部科学

省が平成 19 年度(2007)から小学校 6 年生と中学校 3 年生を対象

に実施している全国調査。 

P16、20、26、

29、33、38、

50 

全国体力・運動

能力、運動習慣

等調査（新体力

テスト） 

全国的な子どもの体力・運動能力の状況を把握・分析することに

より、国や教育委員会が、子どもの体力・運動能力の向上に係る

施策等の成果と課題を検証し、その改善を図ることや、学校が体

育・保健体育の授業等の充実・改善に役立てることを目的として、

スポーツ庁が平成 20 年度(2008)から小学校 5 年生と中学校 2 年

生を対象に実施している調査。 

P27、29 
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用語 解説 頁 

【た行】 

確かな学力 知識や技能だけでなく、学ぶ意欲や、自分で課題を見つけ、自ら

学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資質や

能力等までを含めたもの。 

P7、10、13、

16、20 

地域学校協働

活動 

社会教育法に位置付けられている幅広い地域住民等の参画を得

て、「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相

互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動。 

P9、41、47、

49 

通級指導 小・中学校などで、通常の学級での学習や生活におおむね参加で

き、一部特別な指導を必要とする児童生徒に対して、各教科等の

授業は通常の学級で行いつつ、障がいに応じた特別の指導を「通

級指導教室」で行う特別支援教育の形態。 

P18 

デジタル・シテ

ィズンシップ 

情報技術の利活用における適切で責任ある自主的な行動や意識。

デジタル技術の利用を通じて、社会に積極的に関与し、参加する

能力のこと。 

P31、32、33、

40、41 

特別支援教育 障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な

取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育

的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を

改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う教育。 

P16、18、20 

【は行】 

不登校 何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景によ

り、登校しない、あるいはしたくともできない状況にあるため、

年間 30 日以上欠席した者のうち、病気や経済的理由による者を

除いたもの。 

P11、35、37、

38、40 

【ま行】 

まなび・生活ア

ドバイザー 

スクールソーシャルワークの視点・手法を活用することにより、

児童生徒が置かれている環境を改善し、生活習慣の確立・学習習

慣の定着等を図ることを目的として、府内の小・中学校に、社会

福祉に関して高度な専門知識及び経験を有する者を｢まなび･生

活アドバイザー｣として配置している。 

P11 

【や行】 

ヤングケアラ

ー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常

的に行っている子どものこと。責任や負担の重さにより、学業や

友人関係などに影響が出てしまうことがある。 

P37 



 

57 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

資料編 

 

出典：「京田辺市の教育」京田辺市教育委員会 

 

（１）人口推移 

 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

人口 63,971 64,950 65,571 66,273 67,059 67,617 

世帯数 25,240 25,799 27,039 26,706 27,268 27,834 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

人口 68,696 69,427 69,873 70,372 70,671 71,636 

世帯数 28,505 29,020 29,509 29,928 30,291 31,401 

 

【推移グラフ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 各種統計データ 
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（２）幼稚園・認定こども園・小学校・中学校の教職員数（令和５年度） 

 

【幼稚園】                               （単位：人） 

幼稚園名 園長 教頭 教諭等 
教育 
補助員 

教育補助員

(週 30 時間

未満) 

事務 
職員 用務員 合計 

田辺 1 1 4 1 6 1 1 15 

田辺東 1 1 3   1 1 7 

草内 1 1 4  3 1 1 11 

三山木 1 1 5 1 10 1 1 20 

松井ケ丘 1 1 4  3 1 1 11 

薪 1 1 5  9 1 1 18 

普賢寺 1 1 4  7 1 1 15 

合計 7 7 29 2 38 7 7 97 

 

【幼保連携型認定こども園】                       （単位：人） 

こども園名 園長 副園長 
主幹保
育教諭 

保育 
教諭 

保育教
諭補助 看護師 

事務 
職員 用務員 合計 

大住 1 1 2 39 3 1 0 1 48 

 

【小学校】                               （単位：人） 

学校名 校長 教頭 教諭等 
養護 
教諭 

栄養 
教諭 

事務 
職員 

管理 
栄養士 調理師 用務員 合計 

大住 1 1 11 1  1 1  1 17 

田辺 1 1 48 1 1 2   1 55 

草内 1 1 17 1  1 1  1 23 

三山木 1 2 68 2 1 2   1 77 

普賢寺 1 1 9 1 1 1   1 15 

田辺東 1 1 12 1  1 1  1 18 

松井ケ丘 1 1 40 1 1 1   1 46 

薪 1 1 32 1  1 1 10 1 48 

桃園 1 1 26 1  1 1  1 32 

合計 9 10 263 10 4 11 5 10 9 331 

※教諭等の欄には、指導主事、講師を含む。 

【中学校】                    （単位：人） 

学校名 校長 教頭 教諭等 
養護 
教諭 

事務 
職員 用務員 合計 

田辺 1 2 58 2 2 1 66 

大住 1 1 41 1 2 1 47 

培良 1 1 25 1 1 1 30 

合計 3 4 124 4 5 3 143 

※教諭等の欄には、指導主事、講師を含む。  
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（３）園児数・児童数・生徒数・学級数（令和５年度） 

 

【幼稚園】 

幼稚園名 年齢 3歳 4歳 5歳 計 合計 

田辺 

学級数 2 1 1 4 4 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

11 12 4 10 13 11 28 33 61 

田辺東 

学級数 1 1 1 3 3 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

1 1 0 4 1 1 2 6 8 

草内 

学級数 2 1 1 4 4 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

13 11 9 8 13 10 35 29 64 

三山木 

学級数 2 1 1 4 4 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

22 11 9 16 19 14 50 41 91 

松井ケ丘 

学級数 1 1 1 3 3 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

4 1 7 3 10 3 21 7 28 

薪 

学級数 2 1 1 4 4 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

7 17 12 6 10 19 29 42 71 

普賢寺 

学級数 1 1 1 3 3 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

2 5 8 4 3 6 13 15 28 

合計 

学級数 11 7 7 25 25 

幼児数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

60 58 49 51 69 64 178 173 351 

 

【幼保連携型認定こども園】 

こども 

園名 
年齢 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計 合計 

大住 

学級数 1 1 1 2 1 1 7 7 

乳・ 

幼児数 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

3 2 8 5 5 5 16 12 17 6 11 8 60 38 98 
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【小学校】 

学校名 学年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 計 合計 

大住 

学級数 1 1 1 1 1 2 7 9(2) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

15 18 14 17 23 12 17 18 15 12 22 23 106 100 206 

特別支援  (3)  (1) (1) (2) (7)  

田辺 

学級数 3 4 3 4 3 3 20 23(3) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

54 51 62 45 53 56 59 52 51 57 50 55 329 316 645 

特別支援  (1) (6) (4) (3) (3) (17)  

草内 

学級数 2 2 2 2 2 2 12 14(2) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

14 28 29 23 28 25 26 19 30 20 30 38 157 153 310 

特別支援  (2) (1) (1) (3) (0) (7)  

三山木 

学級数 7 6 6 6 6 5 36 41(5) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

109 111 101 97 99 88 89 98 94 93 88 77 580 564 1,144 

特別支援 (2) (7) (4) (3) (1) (2) (19)  

普賢寺 

学級数 1 1 1 1 1 1 6 7(1) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

3 12 9 10 9 9 7 12 10 12 13 3 51 58 109 

特別支援     (1) (2) (3)  

田辺東 

学級数 1 1 1 1 1 1 6 9(3) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

10 12 12 11 14 11 23 13 18 9 15 20 92 76 168 

特別支援 (1) (2) (1) (3) (3) (3) (13)  

松井ケ丘 

学級数 3 3 3 3 4 4 20 25(5) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

60 36 45 51 44 58 45 56 62 44 67 59 323 304 627 

特別支援 (4) (1) (2) (3) (1) (2) (13)  

薪 

学級数 3 3 4 4 4 4 22 25(3) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

58 47 57 49 54 49 55 55 57 45 62 53 343 298 641 

特別支援 (2) (5)  (4) (2) (3) (16)  

桃園 

学級数 3 2 3 3 3 3 17 19(2) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

40 34 29 37 42 39 30 41 37 44 50 46 228 241 469 

特別支援 (2) (2) (1) (1) (1) (2) (9)  

合計 

学級数 24 23 24 25 25 25 146 172(26) 

児童数 
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

363 349 358 340 366 347 351 364 374 336 397 374 2,209 2,110 4,319 

特別支援 (11) (23) (15) (20) (16) (19) (104)  

（注） 特別支援の（ ）内の数字は、特別支援学級の児童数（内数）。 

（注） 学級数の合計は、普通学級と特別支援学級の合計。（ ）内の数字は、特別支援学級数。 

（注） 児童数はフリースクール等、１年以上欠席者は含まない。  
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【中学校】 

学校名 学年 1年 2年 3年 計 合計 

田辺 

学級数 9 8 8 25 28(3) 

生徒数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

174 167 170 130 149 156 493 453 946 

特別支援 (7) (3) (7) (17)  

大住 

学級数 6 6 7 19 21(2) 

生徒数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

117 102 131 114 126 119 374 335 709 

特別支援 (2) (6) (2) (10)  

培良 

学級数 2 3 3 8 10(2) 

生徒数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

39 32 38 45 58 37 135 114 249 

特別支援 (3) (2) (4) (9)  

合計 

学級数 17 17 18 52 59(7) 

生徒数 
男 女 男 女 男 女 男 女  

330 301 339 289 333 312 1,002 902 1,904 

特別支援 (12) (11) (13) (36)  

 （注） 特別支援の（ ）内の数字は、特別支援学級の生徒数（内数）。 

 （注） 学級数の合計は、普通学級と特別支援学級の合計。（ ）内の数字は、特別支援学級数。 

 （注） 生徒数はフリースクール等、１年以上欠席者は含まない。 
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（４）園児数・児童数・生徒数の推移 

 

【幼稚園】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5年度 

学級数 36 36 36 30 26 25 

園児数 756 684 614 511 434 351 

 

【小学校】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5年度 

学級数 175 175 173 167 167 172 

児童数 4,392 4,355 4,293 4,293 4,312 4,319 

 

【中学校】 

 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3 年度 令和 4年度 令和 5年度 

学級数 56 57 60 62 62 59 

生徒数 1,796 1,840 1,929 1,949 1,943 1,904 

 

【推移グラフ】 
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（５）社会教育施設の利用状況 

 

【図書館貸出の状況】 

区分  平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

中央図書館 

成人図書 285,170 262,614 223,605 248,762 242,454 

児童図書 223,211 213,158 177,736 211,521 225,258 

視聴覚資料 10,794 10,228 8,575 7,693 7,164 

雑誌 32,285 28,387 25,590 26,826 27,000 

小計 551,460 514,387 435,506 494,802 501,876 

北部分室 

成人図書 113,455 109,425 97,444 97,784 114,143 

児童図書 77,880 69,917 59,513 55,592 67,538 

視聴覚資料 3,382 3,233 2,968 2,407 2,724 

雑誌 7,130 7,077 6,231 5,513 6,699 

小計 201,847 189,652 166,156 161,296 191,104 

中部分室 

成人図書 35,147 33,297 26,479 26,590 29,152 

児童図書 31,220 28,677 25,112 25,214 31,998 

視聴覚資料 1,866 1,596 1,403 1,175 1,195 

雑誌 3,281 2,930 2,426 2,723 2,884 

小計 71,514 66,500 55,420 55,702 65,229 

移動図書館 

成人図書 8,699 8,353 7,495 8,958 9,824 

児童図書 41,123 37,219 32,987 32,750 31,846 

視聴覚資料 108 76 103 106 86 

雑誌 1,502 1,291 807 1,105 1,173 

小計 51,432 46,939 41,392 42,919 42,929 

南部まちづ

くりセンタ

ー 

成人図書     1,573 

児童図書     756 

視聴覚資料     13 

雑誌     107 

小計     2,449 

総合計 

成人図書 442,471 413,689 355,023 382,094 397,146 

児童図書 373,434 348,971 295,348 325,077 357,396 

視聴覚資料 16,150 15,133 13,049 11,381 11,182 

雑誌 44,198 39,685 35,054 36,167 37,863 

小計 876,253 817,478 698,474 754,719 803,587 

※南部まちづくりセンターは、予約資料の貸出しのみ 
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【中央公民館利用状況】                  （上段：件数 下段：人数） 

区分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市関係  (件) 

主要事業 (人) 

1,049 

 38,238 

642  

19,583 

532  

7,785 

513  

12,291 

872  

16,184 

社会教育 (件) 

関係団体 (人) 

979  

14,751 

1,172 

 17,432 

858  

8,457 

777  

8,930 

1,024  

11,408 

その他  (件) 

(人) 

752  

10,731 

619  

10,955 

387  

5,001 

424  

5,722 

610  

8,108 

合計   (件) 

(人) 

2,780 

 63,720 

2,433 

 47,970 

1,777  

21,243 

1,714  

26,943 

2,506  

35,700 

1か月平均(件) 

(人) 

232  

5,310 

203  

3,998 

178  

2,124 

171  

2,694 

209  

2,975 

1日平均 (件) 

(人) 

8  

175 

8  

156 

7  

83 

7 

 107 

8  

116 
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（６）社会体育施設の利用状況 

 

【田辺中央体育館・屋外運動施設利用状況】         （上段：件数 下段：人数） 

区分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

体育館アリーナ (件) 

(人) 

2,423 

 92,594 

2,415 

 85,714 

1,471  

33,176 

1,741  

38,259 

2,361  

61,888 

第１会議室   (件) 

(人) 

1,694 

 14,457 

1,723 

 13,743 

1,206  

8,188 

1,303  

8,349 

1,809  

13,071 

第２会議室   (件) 

(人) 

460  

4,136 

431  

3,128 

147  

787 

235  

1,680 

408  

2,581 

トレーニング  (人) 26,256 22,810 8,844 8,468 13,772 

田辺公園野球  (件) 

(人) 

845 

32,349 

801 

18,198 

595 

12,093 

593 

12,873 

668 

16,378 

田辺公園テニス (件) 

(人) 

4,579 

24,727 

4,540 

23,568 

3,927 

19,311 

3,593 

19,226 

4,071 

21,518 

田辺公園多目的 (件) 

(人) 

1,576 

37,961 

1,570 

24,399 

1,258 

17,424 

810 

12,101 

912 

15,853 

田辺木津川野球 (件) 

(人) 

286 

11,308 

285 

10,221 

291 

5,230 

304 

6,308 

395 

12,784 

田辺木津川ソフト(件) 

(人) 

729 

17,281 

841 

18,622 

619 

9,250 

666 

9,695 

969 

16,459 

田辺木津川テニス(件) 

(人) 

1,226 

12,667 

1,119 

11,877 

1,188 

6,632 

1,141 

6,911 

1,081 

10,110 

草内木津川野球 (件) 

(人) 

478 

26,828 

407 

25,402 

331 

14,079 

360 

17,056 

498 

28,810 

防賀川第１コート(件) 

(人) 

843 

12,858 

812 

12,887 

800 

11,728 

704 

10,985 

929 

14,828 

防賀川第２コート(件) 

(人) 

2,787 

11,869 

2,531 

11,155 

2,373 

11,349 

2,283 

10,467 

2,679 

12,108 

一町田多目的  (件) 

(人) 

1,030 

10,154 

1,127 

13,230 

859 

11,844 

1,205 

13,218 

1,418 

16,123 
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【野外活動センター利用状況】               （上段：件数 下段：人数） 

区分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市内   (件) 

(人) 

237  

6,474 

309  

6,029 

163  

1,311 

211  

1,469 

317  

2,409 

市外   (件) 

(人) 

181  

3,759 

198  

3,654 

111  

604 

98  

605 

125  

1,018 

合計   (件) 

(人) 

418  

10,233 

507  

9,683 

274  

1,915 

309  

2,074 

442  

3,427 

1か月平均(件) 

(人) 

35  

853 

42  

807 

23  

160 

26  

173 

37  

286 

1日平均 (件) 

(人) 

1  

32 

2  

31 

1  

6 

1  

9 

1  

11 

 

【田辺公園プール利用状況】                           （人数） 

区分 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

小人   (人) 30,500 26,859 11,059 11,687 21,306 

大人   (人) 72,715 64,971 32,155 31,210 47,869 

合計   (人) 103,215 91,830 43,214 42,897 69,175 

1か月平均(人) 8,601 7,653 3,601 3,575 5,765 

１日平均 (人) 341 321 179 178 229 

 

 

 

 

最新の「京田辺市の教育」（統計データ等）は、 

右の二次元コードからご確認いただけます。 
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３ アンケート調査結果（抜粋） 

 

アンケートの実施の概要については、本編第１章「計画策定にあたって」（P４）に掲載しています。 

アンケート結果に付加されている「ｎ」は、質問に対する回答者数を表しています。 

 

（１）児童生徒アンケート結果 

 

〇学校は楽しいですか。（１つ選ぶ）                    ｎ=3,907 

 

「学校が楽しい・どちらかと言えば楽しい」という児童生徒は 88％で多数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇授業の中で、一番楽しいと感じる時はどんな時ですか。（あてはまるものすべて選ぶ） 

ｎ=3,907 

 

「友達と話し合っているとき」（63％）が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（実験、タブレットの操作、調理実習など）  
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〇あなたは学習の内容がわからないとき、どうしていますか。（あてはまるものすべて選ぶ） 

ｎ=3,907 
 

「学習内容がわからない時にどうしているか」では「友達に教えてもらう」（73％）、「自分の力で考えた

り、（本やインターネットで）調べたりする」（40％）の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたは、友達が悪いことをしたときは注意しますか。（１つ選ぶ）      ｎ=3,907 

 

「注意する」（40％）、「たぶん注意する」（50％）が多数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたは学校に行きづらいと思ったことはありますか。（１つ選ぶ）      ｎ=3,907 
 

「学校に行きづらいと思ったことはありますか」では「ある」「どちらかと言えばある」の割合が 31％と

なっています。 
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〇あなたはどのような学校が良いと思いますか。（３つまで選ぶ）        ｎ=3,907 

 

「友達との関係を深める」（49％）、「（一人一人が）わかりやすい授業が受けられる」（48％）、「（多くの友

達と協力したり競いあったりして）自分の力をのばすことができる」（46％）の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたが住んでいる地域の大人は、困ったことがあった時に助けてくれると思いますか。 

（１つ選ぶ）                               ｎ=3,907 

 

「助けてくれると思う」（64％）が６割を超えています。 
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〇あなたは「地球温暖化」を知っていますか。（１つ選ぶ）           ｎ=3,907 

 

「知っているし、不安に思う」（76％）、「知っているが不安に思わない」（12％）と環境問題に対する認知

度は高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたが学校や家で行っている環境にやさしい行動はありますか。 

（あてはまるものすべて選ぶ）                       ｎ=3,907 

 

「買い物ではマイバッグを持っていきレジ袋を受け取らない」（65％）、「ごみは分別をして捨てる」（60％）、

「食べ物は残さず食べる」（58％）、「蛇口やシャワーをこまめに止めるなど水のむだ使いをしない」（57％）

といった行動が一定定着していることがわかります。 
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（２）保護者アンケート結果 

 

〇あなたは、お子さんに自分専用の携帯電話やスマートフォンを持たせていますか。 

（１つ選択）                                ｎ=800 

 

「持たせている」が、小学校保護者は 45％、中学校保護者では 87％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「持たせている」を選んだ方は、使用時間や利用方法について約束事や指導を行っていますか。 

（あてはまるもの全て選択）                        ｎ= 510 

 

子ども専用の携帯電話やスマートフォンを持たせている保護者では、「利用の約束事をつくっている」

（68％）、「スマートフォンのフィルタリングをかけている」（46％）といった対応がされています。 
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〇京田辺市の子ども達が成長していくうえで、最近、社会において特に問題だと感じることはど

のようなことですか。（３つまで選択）                   ｎ= 800 

 

「SNSやスマートフォンによるトラブル」（61％）、「インターネット上での有害情報の多さ」（38％）が高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇お子さんの通っている学校に期待する教育や指導は何ですか。（３つまで選択） ｎ=800 

 

「学ぶ楽しさや喜びを通して学習意欲を高める」（71％）が最も高くなっています。 
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〇「学校に期待する教育や指導」についておたずねします。学校は、全体として期待に応えてく

れていると思いますか。（１つ選択）                    ｎ=800 

 

「そう思う」（7％）「どちらかといえばそう思う」（63％）と保護者の７割が、「学校は期待に応えている」

と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇これからの京田辺市の学校の在り方について、あなたの考えに近いものはどれですか。 

（３つまで選択）                              ｎ=800 

 

「集団の中で、多様な考え方にふれ、切磋琢磨することを通じて一人一人の資質や能力を伸ばす」（61％）、

「児童生徒一人一人に目が行き届き、細やかな指導が受けられる」（60％）の割合が高くなっています。 
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〇子どもの健全育成のために、地域住民に期待することはどのようなことですか。 

（３つまで選択）                              ｎ=800 

 

「普段から地域の子どもに声をかける」（55％）、「（子どもの安全・見守り活動など）健全育成に関する活動に

関わる」（45％）、「悪いことをしている子どもには注意をする」（39％）が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたはあなたのお子さんに対して、将来どのような人になってほしいと思いますか。 

（３つまで選択）                              ｎ=800 

 

「思いやりがあり、互いの違いを認め合い、助け合える人」（61％）が最も高く、次いで「幅広い視野と

柔軟な思考力を持つ人」（48％）となっています。 
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（３）市民アンケート結果 

 

〇あなたが考える最も理想的な生活を実現するために、特に必要だと思うことは何ですか。（３

つまで選択）                               ｎ= 386 

 

「仕事と生活のバランスがとれていること」（41％）、「家族と良好な関係にあること」（34％）、「心身の健

康が良好であること」（34％）が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇子どもたちをすこやかに育むために、地域でどのようなことに力を入れて取り組むべきだと思

いますか。（３つまで選択）                        ｎ= 386 

 

「子どもが安全安心に過ごせるように見守る」（53％）、「地域全体で（子どもを育てていこうという）共

通の意識を住民が持つ」（50％）、「（子どもたちへの）あいさつや声かけなどを日常的に行う」（48％）が

高く、保護者の期待にほぼ対応する回答となっています。 
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〇あなたは、今後どのようなことを学びたいと思いますか。（あてはまるもの全て選択） 

ｎ= 386 

 

「健康増進に関するもの（健康体操やウォーキングなど）」（45％）、「趣味や芸術に関するもの（日曜大工

や美術、音楽など）」（35％）、「生活設計に役立つ知識に関するもの（社会保障制度や金融など）」（33％）

といった学びのニーズが高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇京田辺市の子ども達が成長していくうえで、最近、社会において特に問題だと感じることはど

のようなことですか。（３つまで選択）                   ｎ= 386 

 

「SNSやスマートフォンのトラブル」（45％）、「いじめや不登校の増加」（35％）が高くなっています。 
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〇これからの京田辺市の学校の在り方について、あなたの考えに近いものはどれですか。 

（３つまで選択）                              ｎ= 386 

 

保護者アンケートと同様に、「集団の中で、多様な考え方にふれ、切磋琢磨することを通じて一人一人の

資質や能力を伸ばす」（55％）、「児童生徒一人一人に目が行き届き、細やかな指導が受けられる」（46％）

の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇あなたは次の人権問題についてどの程度関心がありますか。          ｎ= 386 

 

「子どもの人権問題」が、「非常に関心がある」「ある程度関心がある」を合わせて 82％が関心があると答え

ています。次いで「障がいのある人の人権問題」（79％）、「職業や雇用をめぐる人権問題（セクシャルハラス

メント、パワーハラスメントなどを含む）」（77％）について関心が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

8%

16%

26%

18%

25%

10%

8%

15%

5%

12%

8%

10%

21%

22%

17%

42%

56%

56%

54%

54%

46%

47%

48%

34%

38%

34%

44%

49%

55%

56%

33%

20%

11%

19%

14%

29%

31%

24%

41%

33%

39%

34%

19%

15%

16%

5%

2%

1%

3%

1%

5%

4%

4%

9%

7%

8%

6%

3%

2%

3%

8%

3%

3%

2%

2%

6%

7%

5%

7%

6%

8%

3%

4%

3%

5%

4%

4%

4%

3%

4%

3%

3%

4%

4%

4%

4%

4%

3%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①同和問題

②女性の人権問題

③子どもの人権問題

④高齢者の人権問題

⑤障がいのある人の人権問題

⑥日本に居住している外国人等の人権問題

⑦難病患者等の人権問題

⑧犯罪被害者やその家族の人権問題

⑨ホームレスの人権問題

⑩性的指向・性自認にまつわる人権問題

⑪刑を終えて出所した人の人権問題

⑫コロナ感染者等の人権問題

⑬インターネットにおける人権侵害

⑭職業や雇用をめぐる人権問題

⑮こころの病に関する人権問題

１．非常に関心がある ２．ある程度関心がある ３．あまり関心がない ４．全く関心がない ５．わからない 無回答
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〇人権問題の解決に向けた行政の取組みについて見聞きしたことはありますか。  ｎ= 386 

 

「人権問題の解決に向けた行政の取組みについて」の認知度は、「（新聞・テレビ・ラジオによる）広告」

が、「よく見聞きする」「たまに見聞きする」を合わせて 61％となっています。次いで「広報紙、啓発冊

子、教育教材」（51％）、「街頭での啓発や啓発ポスターの掲示」（48％）が認知度が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5%

12%

5%

3%

5%

4%

3%

43%

49%

46%

24%

24%

24%

10%

34%

25%

32%

37%

39%

37%

37%

15%

11%

13%

32%

28%

30%

44%

4%

4%

3%

5%

5%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①街頭、ポスター

②広告

③広報紙、啓発冊子等

④講演会・研修会

⑤SNS等の情報発信

⑥人権相談窓口の開設

⑦本人通知制度

１．よく見聞きする ２．たまに見聞きする ３．あまり見聞きしない ４．ほとんど見聞きしない 無回答
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４ 計画策定経過 

 

年月日 内容等 

令和５年３月 17日 
令和５年第３回教育委員会定例会 

「京田辺市教育振興基本計画策定方針」の決定 

令和５年５月 31日 

京田辺市教育振興基本計画策定ワーキンググループ会議（第１回） 

・京田辺市教育振興基本計画の策定について 

・計画策定に向けたスケジュール等について 

・アンケートの実施について 

令和５年７月３日 

～令和５年７月 31日 

「京田辺市教育振興基本計画に関するアンケート調査」の実施 

（児童生徒・保護者・市民） 

令和５年９月～10月 
関係機関への意見聴取 

（京田辺市学校教育審議会・京田辺市社会教育委員会議 他） 

令和５年 11月１日 

京田辺市教育振興基本計画策定ワーキンググループ会議（第２回） 

・京田辺市教育振興基本計画アンケート調査結果について 

・京田辺市教育振興基本計画骨子案について 

令和５年 11月 23日 

～令和５年 12月 22 日 
「京田辺市教育振興基本計画策定に係るパブリックコメント」の実施 

令和６年２月９日 

京田辺市教育振興基本計画策定ワーキンググループ会議（第３回） 

・パブリックコメントの結果について 

・前回からの修正点について 

・今後のスケジュールについて 

令和６年２月 27日 
令和５年度第２回総合教育会議 

・京田辺市教育振興基本計画（案）について 

令和６年３月 15日 

令和６年第３回教育委員会定例会 

・京田辺市教育振興基本計画の策定について 

※計画策定の議決 
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